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2025年12月19日、政府与党（自民党・日本維新の会）は「2026年度税制改正大
綱」を決定しました。このTax Newsletterでは、2026年度税制改正大綱に示さ
れた主な改正項目の概要をお知らせいたします。 

税制改正大綱は改正案の概要を示すものであり、改正の詳細は、改正法案の公
表並びに法律及び政省令の公布を待たなければなりません。また、今後の国会
審議等によりその内容に変更が生じる可能性がありますので、ご留意ください
ますようお願いいたします。 

I. 法人課税 

1. 特定生産性向上設備等投資促進税制 

危機管理投資・成長投資による「強い経済」を実現するため、国内における高付
加価値化型の設備投資を促進する観点から、大胆な設備投資の促進に向けた特
定生産性向上設備等投資促進税制が創設されます。 

本税制は、産業競争力強化法の改正が前提とされており、その概要は以下のと
おりです。 

適用法人 青色申告法人 

対象設備 

（特定機械装置等） 

以下の全てに該当する設備等 

• 生産等設備（*1）を構成する以下の「（1）設備等及び取得価額要件」を満たす設備等 

• 特定生産性向上設備等（改正産業競争力強化法の生産性向上設備等のうち、同法の施行
日から 2029 年 3 月 31 日までの間に、以下の「（2）特定生産性向上設備等に該当する
ための基準」に適合することについて経済産業大臣の確認を受けたもの）に該当する設
備等 

• その確認を受けた法人が、確認を受けた日から同日以後 5 年を経過する日までの期間
内に取得等（*2）をして、国内にあるその法人の事業の用（貸付けの用を除く。）に供し
た設備等 

（1）設備等及び取得価額要件 

機械装置 • 1 台又は 1 基の取得価額が 160 万円以上 

工具、器具備品 • 1 台又は 1 基の取得価額が 120 万円以上 又は 

• 1 台又は 1 基の取得価額が 40 万円以上で、かつ、一事業年度におけ
るその取得価額の合計額が 120 万円以上 

建物 • 一の取得価額が 1,000 万円以上 

建物附属設備 • 一の取得価額が 120 万円以上 又は 

• 一の取得価額が 60 万円以上で、かつ、一事業年度におけるその取得
価額の合計額が 120 万円以上 

構築物 • 一の取得価額が 120 万円以上 

ソフトウエア • 一の取得価額が 70 万円以上 
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対象設備 

（特定機械装置等） 

（2）特定生産性向上設備等に該当するための基準 

• 生産性向上設備等の導入に係る投資計画に記載された生産等設備を構成する生産性向
上設備等の取得価額の合計額が 35 億円以上（中小企業者等については 5 億円以上）で
あること。 

• 同投資計画における年平均の投資利益率が 15％以上となることが見込まれるものであ
ること。 

• 同投資計画にその実現に必要な資金調達手段が記載されていること。 

• 同投資計画が取締役会等の適切な機関の意思決定に基づくものであること。 

• 生産性向上設備等の導入がその法人の設備投資を増加させるものであること等の要件
を満たすものであること。 

税制措置 

（以下のいずれか
の選択適用） 

建物・建物附属設備・構築物 機械装置・工具・器具備品・ソフトウエア 

 特別償却 

（即時償却） 

特定機械装置等の
取得価額 

－ 普通償却限度額 
特定機械装置等の

取得価額 
－ 普通償却限度額 

税額控除（*3） 特定機械装置等の取得価額 × 4％ 特定機械装置等の取得価額 × 7％ 

繰越税額控除制度 • 控除限度超過額は 3 年間繰越しができる。 

• ただし、改正産業競争力強化法の施行日から 2029 年 3 月 31 日までの間に予見し難い
国際経済事情の急激な変化に対応するための計画について同法の認定を受けた法人
で、予見し難い国際経済事情の急激な変化への対応を確実に実施していることについ
て経済産業大臣の確認を受けたものに限り、適用できることとされる。 

（*1） その法人の事業の用に直接供される減価償却資産で構成されているものを
いい、事務用器具備品、本店、寄宿舎等の建物、福利厚生施設等は除かれ
ます。 

（*2） 取得（その製作又は建設の後事業の用に供されたことのないものの取得に
限られます。）又は製作若しくは建設をいい、建物にあっては改修（増築、
改築、修繕又は模様替をいいます。）のための工事による取得又は建設が含
まれます。 

（*3） 控除税額は当期の法人税額の20％が上限とされます。 

本税制は、「4. 特定税額控除規定の不適用措置」の対象とされるため、大企業に
ついては、基準所得等金額が前事業年度の基準所得等金額を超える事業年度に
おいて、賃上げ要件又は設備投資要件のいずれかに該当しない場合には、本税
制（繰越税額控除制度は除かれます。）の適用ができないこととされます（詳細
は、「4. 特定税額控除規定の不適用措置」をご参照ください）。 

なお、特定生産性向上設備等に係る投資計画の確認を受けた法人については、
その投資計画の期間中においては、以下の租税特別措置（（ii）の税制のうち繰
越税額控除制度は除かれます。）の適用を受けることができないこととされます。 

（i） 地域未来投資促進税制 

（ii） 中小企業経営強化税制 

（iii） カーボンニュートラルに向けた投資促進税制 
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2. 試験研究費の税額控除制度 

（1）重点産業技術試験研究費の額に係る税額控除制度（戦略技術領域型） 

国家戦略として重要な技術領域への企業の研究開発を促す観点から、試験研究
費の税額控除制度において、新たに｢戦略技術領域型｣が創設されます。この類
型では、産業技術力強化法の改正を前提に、同法の重点産業技術（仮称）（AI・
先端ロボット、量子、半導体・通信、バイオ・ヘルスケア、フュージョンエネル
ギー、宇宙）に係る試験研究費について、既存の類型における措置と別枠の税
額控除率及び控除税額の上限額が設定されます。 

（*1） 以下の適用を受ける場合のその適用を受ける金額は除かれます。 

• 一般試験研究費の額に係る税額控除制度（（2）参照） 

• 中小企業技術基盤強化税制（（3）参照） 

• 特別試験研究費の額に係る税額控除制度（（4）参照） 

（*2） 控除税額は、当期の法人税額の10％が上限とされます。 

（*3） 控除限度超過額は、3年間の繰越しができることとされます。ただし、認定
研究開発法人が繰越税額控除の適用を受けようとする事業年度において、
試験研究費の額が前期の試験研究費の額を超える場合に限られます。 

なお、通算法人がこの新たな類型を適用する場合における措置も講じられます。 

《用語の意義》 

• 重点産業技術試験研究費の額：認定研究開発法人が、適用期間内において支
出するその認定に係る重点研究開発計画に従って行う特定重点研究開発に
係る試験研究費の額 

• 特定重点研究開発：産業技術力強化法の重点産業技術（仮称）のうち、特に
早期の企業化が期待されるものとして一定の基準に該当するものに関する
研究及び開発であることにつき確認を受けた研究及び開発 

適用法人 青色申告法人で、改正産業技術力強化法の施行日から 2029 年 3 月 31 日までの間に、産
業技術力強化法の重点研究開発計画（仮称）につき同法の認定を受けたもの 
（以下、「認定研究開発法人」） 

適用要件 適用期間内の日を含む各事業年度において、重点産業技術試験研究費の額（*1）があること。 

適用期間 重点研究開発計画の認定を受けた日（以下、「認定日」）から同日以後 5 年
を経過する日（以下、「5 年経過日」）までの期間 

（その認定に係る重点研究開発計画の計画期間の終了の日（以下、「計画期
間終了日」）が 5 年経過日前の場合には、認定日から計画期間終了日までの
期間） 

税制措置 

（税額控除（*2）（*3）） 

重点産業技術試験研究費の場合 重点産業技術試験研究費の額×40％ 

特別重点産業技術試験研究費の場合 特別重点産業技術試験研究費の額×50％ 
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• 特別重点産業技術試験研究費の額：重点産業技術試験研究費の額のうち、産
業技術力強化法の重点産業技術共同研究開発機関（仮称）と共同して行う試
験研究又は重点産業技術共同研究開発機関に委託する試験研究に係るもの 

（2）一般試験研究費の額に係る税額控除制度（一般型） 

一般試験研究費の額に係る税額控除制度（試験研究費の額に税額控除率を乗じ
た金額を法人税額から控除する大企業向けの制度）について、EBPM（Evidence-

Based Policy Making：合理的根拠に基づく政策立案）の観点から、データに基
づく分析を踏まえ、企業が試験研究費を増加させるインセンティブをさらに強
化するための見直しが行われます。また、見直しにあたっては近年の物価上昇
等の状況も考慮されます。 

【現行法】 

（i）税額控除率 

（*） これらの特例の適用期限は2026年3月31日までに開始する事業年度とされ
ています。 

なお、2026年4月1日以後に開始する事業年度において増減試験研究費割合が零
に満たない場合の税額控除率は、以下のとおりとされます。 

（a）の事業年度では増減試験研究費割合がマイナス30％以下、（b）の事業年度
では増減試験研究費割合がマイナス27.5％以下、（c）の事業年度では増減試験研
究費割合がマイナス25％以下の場合に、税額控除率が零となります。 

  

増減試験研究費割合 
税額控除率 

試験研究費割合が 10％以下の場合 試験研究費割合が 10％超の場合（*） 

12％超の場合（*） 11.5％＋（増減試験研究費割合－12％）×0.375 

（上限：14％） 
左記の割合＋ 

左記の割合×控除割増率 

（上限：14％） 
12％以下の場合 11.5％－（12％－増減試験研究費割合）×0.25 

（下限：1％） 

増減試験研究費割合が零に満たない場合の税額控除率 

（a） 
2026 年 4 月 1 日から
2029 年 3 月 31 日までの
間に開始する事業年度 

8.5％＋増減試験研究費割合×30 分の 8.5 

（b） 
2029 年 4 月 1 日から
2031 年 3 月 31 日までの
間に開始する事業年度 

8.5％＋増減試験研究費割合×27.5 分の 8.5 

（c） 
2031 年 4 月 1 日以後に
開始する事業年度 

8.5％＋増減試験研究費割合×25 分の 8.5 
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（ii）控除税額の上限額 

（a）：（増減試験研究費割合－4％）×0.625（上限：5％） 

（b）：（増減試験研究費割合＋4％）×0.625（下限：マイナス5％） 

（c）：（試験研究費割合－10％）×2（上限：10％） 

（*） これらの特例の適用期限は2026年3月31日までに開始する事業年度とされ
ています。 

なお、研究開発を行う一定のベンチャー企業については、上表の金額に法人税
額の15％相当額を加算した金額が控除税額の上限額とされます。 

【改正案】 

適用期間：2027年4月1日から2029年3月31日までの間に開始する事業年度 

（i）税額控除率 

（*） これらの特例の適用期限が2029年3月31日までに開始する事業年度まで延
長されます。 

改正案では、増減試験研究費割合がマイナス10％以下の場合に税額控除率が零
となります。 

  

増減試験研究費割合 

控除税額の上限額 

試験研究費割合が
10％以下の場合 

試験研究費割合が 10％超の場合（*） 

4％超の場合（*） 法人税額×25％ 

＋法人税額×（a） 

法人税額×25％ 

＋法人税額×｛（a）と（c）のいずれか高い割合｝ 

マイナス 4％以上 4％以下の場合 法人税額×25％ 

法人税額×25％＋法人税額×（c） マイナス 4％を下回る場合（*） 法人税額×25％ 

＋法人税額×（b） 

増減試験研究費割合 
税額控除率 

試験研究費割合 10％以下の場合 試験研究費割合 10％超の場合（*） 

15％超の場合（*） 11.5％＋（増減試験研究費割合－15％）×0.375 

（上限：14％） 左記の割合＋ 

左記の割合×控除割増率 

（上限：14％） 
3％超 15％以下の場合 8.5％＋（増減試験研究費割合－3％）×0.25 

3％以下の場合 8.5％＋（増減試験研究費割合－3％）×13 分の 8.5 
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（ii）控除税額の上限額 

（a）：（増減試験研究費割合－7％）×0.625（上限：5％） 

（b）：（増減試験研究費割合＋1％）×0.625（下限：マイナス5％） 

（c）：（試験研究費割合－10％）×2（上限：10％） 

（*） これらの特例の適用期限が2029年3月31日までに開始する事業年度まで延
長されます。 

なお、研究開発を行う一定のベンチャー企業については、上表の金額に法人税
額の15％相当額を加算した金額が控除税額の上限額とされます。 

《2026年4月1日から2027年3月31日までの間に開始する事業年度に係る補足
情報》 

2026年度税制改正大綱によれば、2026年3月31日までに開始する事業年度が適
用期限とされている控除税額の上限額に係る特例及び試験研究費割合が10％を
超える場合の特例については、上記現行法の取扱いが延長され、引続き適用さ
れます。また、2026年3月31日までに開始する事業年度が適用期限とされてい
る税額控除率に係る特例については、2026年度税制改正大綱において具体的な
記載はないものの、上記現行法の取扱いが延長され、適用されることになると
思われます。 

《用語の意義》 

• 大企業：中小企業者以外の法人 

• 中小企業者：以下の法人 

（a） 資本金の額が1億円以下の法人（ただし、以下の法人を除く。） 

• 発行済株式の総数の 1/2 以上が同一の大規模法人（資本金の額が
1 億円を超える法人等）に所有されている法人 

• 発行済株式の総数の 2/3 以上が大規模法人に所有されている法人 

（b） 資本又は出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が1,000

人以下の法人 

（その事業年度開始の日前3年以内に終了した事業年度の所得金額の平均が
年15億円を超える等一定の法人は除かれる。） 

• 増減試験研究費割合：（a）/（b） 

増減試験研究費割合 

控除税額の上限額 

試験研究費割合
10％以下の場合 

試験研究費割合 10％超の場合（*） 

7％超の場合（*） 法人税額×25％ 

＋法人税額×（a） 

法人税額×25％ 

＋法人税額×｛（a）と（c）のいずれか高い割合｝ 

マイナス 1％以上 7％以下の場合 法人税額×25％ 

法人税額×25％＋法人税額×（c） マイナス 1％を下回る場合（*） 法人税額×25％ 

＋法人税額×（b） 
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（a） 当期の試験研究費－比較試験研究費（マイナスの場合、そのマイナス
の額） 

（b） 比較試験研究費 

• 比較試験研究費：当期前3年以内に開始した各事業年度の試験研究費の平均
値 

• 試験研究費割合：当期の試験研究費 / 平均売上金額 

• 平均売上金額：当期及び当期前3年以内に開始した各事業年度の売上金額の
平均値 

• 控除割増率：（試験研究費割合－10％）×0.5（上限10％） 

• 研究開発を行う一定のベンチャー企業：設立後10年以内の法人のうち当期に
おいて翌期繰越欠損金額を有するもの（大法人の子会社等を除く。） 

（3）中小企業技術基盤強化税制 

中小企業技術基盤強化税制（試験研究費の額に税額控除率を乗じた金額を法人
税額から控除する中小企業者向けの制度）について、以下の改正が行われます。 

【現行法】 

適用期間：2023年4月1日から2026年3月31日までの間に開始する事業年度 

（i）税額控除率 

（*） これらの特例の適用期限は2026年3月31日までに開始する事業年度とされ
ています。 

（ii）控除税額の上限額 

（*） これらの特例の適用期限は2026年3月31日までに開始する事業年度とされ
ています。  

増減試験研究費割合 
税額控除率 

試験研究費割合 10％以下の場合 試験研究費割合 10％超の場合（*） 

12％超の場合（*） 12％ 

＋（増減試験研究費割合－12％）×0.375 

（上限：17％） 

左記の割合 

＋左記の割合×控除割増率 

（上限：17％） 

12％以下の場合 12％ 12％＋12％×控除割増率 

増減試験研究費割合 
控除税額の上限額 

試験研究費割合 10％以下の場合 試験研究費割合 10％超の場合（*） 

12％超の場合（*） 法人税額×35％ 法人税額×35％ 

12％以下の場合 

法人税額×25％ 

法人税額×25％＋ 

法人税額×（試験研究費割合－10％）×2 

（上限：法人税額×35％） 
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【改正案】 

適用期間：2026年4月1日から2029年3月31日までの間に開始する事業年度 

（i）税額控除率 

増減試験研究費割合が12％を超える場合に適用される税額控除率の特例及び試
験研究費割合が10％を超える場合に適用される税額控除率の特例の適用期限が
2029年3月31日までに開始する事業年度まで延長され、現行法と同様の税額控
除率が適用されます。 

（ii）控除税額の上限額 

増減試験研究費割合が12％を超える場合に適用される控除税額の上限額の特例
及び試験研究費割合が10％を超える場合に適用される控除税額の上限額の特例
の適用期限が2029年3月31日までに開始する事業年度まで延長され、現行法と
同様の控除税額の上限額が適用されます。 

（iii）繰越税額控除制度の創設 

控除限度超過額について、3年間の繰越しができることとされます。ただし、繰
越税額控除の適用を受けようとする事業年度において、試験研究費の額が比較
試験研究費の額を超える場合に限られます。なお、中小企業者であっても、一
般試験研究費の額に係る税額控除制度（（2）参照）の適用を受ける事業年度は
繰越税額控除の適用はできないこととされます。また、通算法人が繰越税額控
除を適用する場合における措置も講じられます。 

《用語の意義》 

上記（2）の《用語の意義》をご参照ください。 

（4）特別試験研究費の額に係る税額控除制度（オープンイノベーション型） 

特別試験研究費の額に係る税額控除制度（特別試験研究費の額に税額控除率を
乗じた金額を法人税額から控除する制度）について、以下の改正が行われます。 

 大学等との共同研究及び大学等への委託研究に係る試験研究費の額に係る
要件の見直し 

大学等との共同研究又は大学等への委託研究に要した費用であることにつき、
「監査を受け、かつ、その大学等の確認を受けた金額であること」との要件に
ついて、一定の要件を満たすことにつき経済産業大臣の指定を受けた大学等の
場合には、「その大学等の長が認定した金額であること」とされます。 

 その用途に係る対象者が少数である医薬品に関する試験研究に係る試験研
究費の額の見直し 

その医薬品に関する試験研究に係る試験研究費の額の全部又は一部につき、重
点産業技術試験研究費の額に係る税額控除制度（（1）参照）の適用を受ける
場合には、その医薬品に関する試験研究に係る試験研究費の額が特別試験研究
費の額に係る税額控除制度の対象外とされます。 
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 新規高度研究業務従事者に対して人件費を支出して行う試験研究の見直し 

新規高度研究業務従事者の範囲等の要件が改正されます。 

（5）本制度の対象となる試験研究費の範囲の見直し 

海外への委託研究費について、国内の研究人材や研究開発拠点の維持・強化の
観点から、諸外国と同様、一定の制限が設けられます。ただし、国内での試験研
究に馴染まない海外での治験については、制限の対象外とされます。 

具体的には、他の者に委託する試験研究（契約又は協定により委託する試験研
究で、その委託に基づき行われる試験研究が国外において行われるものに限ら
れます。）に係る試験研究費の額について、以下の試験研究費の額の区分に応じ
た金額が税額控除の対象とされます。 

医薬品等（*1）に係る試験研究のうち、その医薬
品等の有効性及び安全性の確認のために行う臨
床試験（*2）の委託に係る試験研究費の額 

その試験研究費の額 

上記以外の
試験研究費
の額 

2026年4月1日から2027年3月31日
までの間に開始する事業年度 

その試験研究費の額×70％ 

2027年4月1日から2028年3月31日
までの間に開始する事業年度 

その試験研究費の額×60％ 

2028年4月1日以後に開始する事業
年度 

その試験研究費の額×50％ 

（*1） 医薬品、医療機器又は再生医療等製品をいいます。 

（*2） 科学的な質及び成績の信頼性が確保されているものに限られます。 

*** 

上記のほか、所要の措置が講じられます。 

3. 賃上げ促進税制 

物価高を超える賃上げの実現に向けて、賃上げ促進税制については措置期間中
ではあるものの臨機応変に対応する考えのもと、防衛的賃上げに苦しむ中小企
業に特化した形に見直されます。 

なお、教育訓練費を増加させた場合の上乗せ要件については、教育訓練費の増
加額を税額控除額が上回る場合があるという会計検査院の指摘を踏まえ、廃止
されます。 
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（1）法人税に係る措置 

（i）全法人向けの措置（大企業向け） 

全法人向けの措置については、足元の賃上げ上昇率が本税制の要件となる水準
を大きく上回る状況に鑑み、コーポレートガバナンス改革に基づく人的資本へ
の投資促進の要請や、税制が生産性の高い分野への労働移動を阻害する可能性、
中小企業の人手不足感が大企業よりも強い状況等を踏まえ、適用期限を前倒し
して2026年3月31日をもって廃止されます。 

（ii）中堅企業向けの措置 

中堅企業向けの措置については、教育訓練費を増加させた場合の上乗せ要件の
廃止に加えて、より高い賃上げを促すため以下のように要件が強化されたうえ
で、適用期限をもって廃止されます。 

【現行法】 

適用期間：2024年4月1日から2027年3月31日までの間に開始する各事業年度 

適用要件（*1）及び控除率（*2） 

最大控除率 
賃上げ要件 上乗せ要件 

継続雇用者給与等
支給額の増加割合 

控除率 教育訓練費要件 控除率 
女性活躍・ 

子育て支援要件 
控除率 

前年度比3％以上 10％ 
教育訓練費の増加割
合が前年度比10％以
上 

かつ 

教育訓練費が雇用者
給与等支給額の
0.05％以上 

5％ 

事業年度終了の時におい
て、プラチナくるみん認
定若しくはプラチナえる
ぼし認定を受けているこ
と 

又は 

当期がえるぼし認定（3段
階目）を受けた事業年度
であること。 

5％ 

20％ 

前年度比4％以上 25％ 35％ 

（*1） 事業年度終了の時において、資本金の額等が10億円以上であり、かつ、常
時使用する従業員の数が1,000人以上である法人については、マルチステー
クホルダー方針の公表が適用要件とされます。 

（*2） 税額控除額は、控除対象雇用者給与等支給増加額に控除率を乗じて計算し
た金額とされ、法人税額の20％が上限とされます。 

【改正案】 

以下の下線部のように見直されます。 

適用期間：2026年4月1日から2027年3月31日までの間に開始する事業年度（適
用期限をもって廃止） 
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適用要件（*1）及び控除率（*2） 

最大控除率 賃上げ要件 上乗せ要件 

継続雇用者給与等支給額の増加割合 控除率 女性活躍・子育て支援要件 控除率 

前年度比4％以上 10％ 
事業年度終了の時において、プラチ
ナくるみん認定若しくはプラチナえ
るぼし認定を受けていること 

又は 

当期がえるぼし認定（3段階目）を受
けた事業年度であること。 

5％ 

15％ 

前年度比5％以上 15％ 20％ 

前年度比6％以上 25％ 30％ 

（*1） 事業年度終了の時において、資本金の額等が10億円以上であり、かつ、常
時使用する従業員の数が1,000人以上である法人については、マルチステー
クホルダー方針の公表が適用要件とされます。 

（*2） 税額控除額は、控除対象雇用者給与等支給増加額に控除率を乗じて計算し
た金額とされ、法人税額の20％が上限とされます。 

（iii）中小企業者向けの措置 

中小企業者向けの措置については、人材獲得競争のなかで防衛的賃上げに取り
組む企業にも配慮し、教育訓練費を増加させた場合の上乗せ要件の廃止を除き、
現行制度を維持することとされ、適用期限の到来時に適用状況等を踏まえて必
要な見直しが検討されます。 

【現行法】 

適用期間：2024年4月1日から2027年3月31日までの間に開始する各事業年度 

適用要件及び控除率（*） 

最大控除率 
賃上げ要件 上乗せ要件 

雇用者給与等 
支給額の増加割合 

控除率 教育訓練費要件 控除率 
女性活躍・ 

子育て支援要件 
控除率 

前年度比1.5％以上 15％ 
教育訓練費の増
加割合が前年度
比5％以上 

かつ 

教育訓練費が雇
用者給与等支給
額の0.05%以上 

10％ 

事業年度終了の時におい
て、プラチナくるみん認定
若しくはプラチナえるぼ
し認定を受けていること 

又は 

当期がくるみん認定若し
くはえるぼし認定（2段階
目以上）を受けた事業年度
であること。 

5％ 

30％ 

前年度比2.5％以上 30％ 45％ 

（*） 税額控除額は、控除対象雇用者給与等支給増加額に控除率を乗じて計算し
た金額とされ、法人税額の20％が上限とされます。 
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【改正案】 

以下の下線部のように見直されます。 

適用期間：2026年4月1日から2027年3月31日までの間に開始する事業年度 

適用要件及び控除率（*） 

最大控除率 賃上げ要件 上乗せ要件 

雇用者給与等支給額の増加割合 控除率 女性活躍・子育て支援要件 控除率 

前年度比1.5％以上 15％ 

事業年度終了の時において、プラチ
ナくるみん認定若しくはプラチナ
えるぼし認定を受けていること 

又は 

当期がくるみん認定若しくはえる
ぼし認定（2段階目以上）を受けた事
業年度であること。 

5％ 

20％ 

前年度比2.5％以上 30％ 35％ 

（*） 税額控除額は、控除対象雇用者給与等支給増加額に控除率を乗じて計算し
た金額とされ、法人税額の20％が上限とされます。 

（2）法人事業税（外形標準課税）の付加価値割に係る措置 

外形標準課税の対象法人が、賃上げ促進税制における賃上げ要件を満たす場合
には、付加価値割の課税標準である付加価値額から一定額を控除する特例措置
が設けられています。 

上記（1）のとおり、賃上げ促進税制の見直しが行われることに伴い、この特例
措置についても以下のように見直されます。 

【現行法】 

対象法人 右記以外の外形標準課税対象法人（*） 外形標準課税の対象となる中小企業者 

適用期間 2024年4月1日から2027年3月31日までの間
に開始する各事業年度 

2025年4月1日から2027年3月31日までの間に
開始する各事業年度 

適用要件 継続雇用者給与等支給額の増加割合が 
前年度比3％以上 

雇用者給与等支給額の増加割合が 
前年度比1.5％以上 

付加価値額から
控除する金額 

控除対象雇用者 
給与等支給増加額 

× 雇用安定控除調整率 
控除対象雇用者 
給与等支給増加額 

× 雇用安定控除調整率 

（*） 事業年度終了の時において、資本金の額等が10億円以上であり、かつ、常時
使用する従業員の数が1,000人以上である法人及び常時使用する従業員の数
が2,000人超である法人については、マルチステークホルダー方針の公表が
適用要件とされます。 
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【改正案】 

以下の下線部のように見直されます。 

対象法人 外形標準課税の対象となる中堅企業（*） 外形標準課税の対象となる中小企業者 

適用期間 2026年4月1日から2027年3月31日までの間
に開始する事業年度（適用期限をもって廃止） 

2025年4月1日から2027年3月31日までの間に
開始する各事業年度 

適用要件 継続雇用者給与等支給額の増加割合が 
前年度比4％以上 

雇用者給与等支給額の増加割合が 
前年度比1.5％以上 

付加価値額から
控除する金額 

控除対象雇用者 
給与等支給増加額 

× 雇用安定控除調整率 
控除対象雇用者 
給与等支給増加額 

× 雇用安定控除調整率 

（*） 事業年度終了の時において、資本金の額等が10億円以上であり、かつ、常時
使用する従業員の数が1,000人以上である法人については、マルチステーク
ホルダー方針の公表が適用要件とされます。 

《用語の意義》 

• 大企業：「2. 試験研究費の税額控除制度」の「（2）一般試験研究費の額に係
る税額控除制度（一般型）」の《用語の意義》を参照 

• 中小企業者：「2. 試験研究費の税額控除制度」の「（2）一般試験研究費の額
に係る税額控除制度（一般型）」の《用語の意義》を参照 

• 中堅企業：常時使用する従業員の数が2,000人以下の法人（その法人及びそ
の法人との間にその法人による支配関係がある法人の従業員の数の合計が1

万人を超えるものを除く。） 

• 継続雇用者給与等支給額：継続雇用者に対する当期の給与等支給額（その給
与等に充てるため他の者から支払を受ける金額（雇用安定助成金額等を除
く。）を控除した金額） 

• 継続雇用者：当期及び前期の全期間の各月分の給与等の支給がある国内雇用
者で一定の者 

• 国内雇用者：法人の使用人（役員の特殊関係者及び使用人兼務役員を除く。）
のうち、その法人の国内の事業所に勤務する雇用者として、労働基準法に規
定する賃金台帳に記載された者 

• 控除対象雇用者給与等支給増加額：雇用者給与等支給額から前期の雇用者給
与等支給額を控除した金額（調整雇用者給与等支給増加額が上限） 

• 雇用者給与等支給額：国内雇用者に対する給与等支給額（その給与等に充て
るため他の者から支払を受ける金額（雇用安定助成金額等を除く。）を控除
した金額）で、当期の所得の金額の計算上損金の額に算入されるもの 

• 調整雇用者給与等支給増加額：雇用者給与等支給額（雇用安定助成金額等を
控除した金額）から前期の雇用者給与等支給額（雇用安定助成金額等を控除
した金額）を控除した金額 

• 雇用安定控除調整率：（報酬給与額－雇用安定控除額）/ 報酬給与額 
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4. 特定税額控除規定の不適用措置 

収益が拡大しているにも関わらず投資や賃上げに消極的な大企業の行動変容を
促す観点から、特定の租税特別措置の適用を制限する措置について、以下のよ
うに要件の強化及び不適用の対象となる租税特別措置の拡充が行われるととも
に、その適用期限が2029年3月31日まで延長されます。 

【現行法】 

（1）措置の概要 大企業が、2027年3月31日までに開始する各事業年度において、（2）の要件のいずれにも
該当しない場合、（3）の特定税額控除規定を適用することができない。 

ただし、基準所得等金額が前事業年度の基準所得等金額以下である事業年度は、本措置の
対象外とされる。 

（2）要件 （i）及び（ii）のいずれにも該当しないこと。 

 （i）賃上げ要件 一定の規模以上
の大企業 

継続雇用者給与等支給額 ≧ 継続雇用者比較給与等支給額×101％ 

上記以外 継続雇用者給与等支給額 ＞ 継続雇用者比較給与等支給額 

（ii）設備投資
要件 

一定の規模以上
の大企業 

国内設備投資額 ＞ 当期償却費総額×40％ 

上記以外 国内設備投資額 ＞ 当期償却費総額×30％ 

（3）特定税額控
除規定 

以下の租税特別措置における税額控除制度 

• 試験研究費の税額控除制度 

• 地域未来投資促進税制 

• カーボンニュートラルに向けた投資促進税制 

【改正案】 

（1）措置の概要 大企業が、2026年4月1日から2029年3月31日までの間に開始する各事業年度において、
（2）の要件に当てはまる場合、（3）の特定税額控除規定を適用することができない。 

ただし、基準所得等金額が前事業年度の基準所得等金額以下である事業年度は、本措置の
対象外とされる。 

（2）要件 試験研究費の税額控除制度 （i）及び（ii）のいずれにも該当しないこと。 

（3）のうち試験研究費の税額
控除制度以外の租税特別措置 

（i）又は（ii）のいずれかに該当しないこと。 

 （i）賃上げ要件 一定の規模以上
の大企業 

継続雇用者給与等支給額 ≧ 継続雇用者比較給与等支給額×102％ 

上記以外 継続雇用者給与等支給額 ≧ 継続雇用者比較給与等支給額×101％ 

（ii）設備投資
要件 

一定の規模以上
の大企業 

国内設備投資額 ＞ 当期償却費総額×40％ 

上記以外 国内設備投資額 ＞ 当期償却費総額×30％ 
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（3）特定税額控
除規定 

以下の租税特別措置における税額控除制度 

• 試験研究費の税額控除制度（新たに創設される重点産業技術試験研究費の額に係る税
額控除制度（*1）（繰越税額控除制度を除く。）を含む。） 

• 地域未来投資促進税制 

• カーボンニュートラルに向けた投資促進税制 

• 特定生産性向上設備等投資促進税制（*2）（特別償却（即時償却）を含み、繰越税額控除
制度を除く。） 

（*1） 制度の概要については、「2. 試験研究費の税額控除制度」をご参照くださ
い。 

（*2） 制度の概要については、「1. 特定生産性向上設備等投資促進税制」をご参照
ください。 

《用語の意義》 

• 大企業：「2. 試験研究費の税額控除制度」の「（2）一般試験研究費の額に係
る税額控除制度（一般型）」の《用語の意義》を参照 

• 基準所得等金額：欠損金の繰越控除前の各事業年度の所得金額に一定の調整
を行った金額 

• 一定の規模以上の大企業：以下の（i）及び（iii）又は（ii）及び（iii）のいず
れかに該当する法人 

（i） 事業年度終了の時において、資本金の額等が10億円以上であり、かつ、
常時使用する従業員の数が1,000人以上である場合 

（ii） 事業年度終了の時において、常時使用する従業員の数が2,000人を超
える場合 

（iii） 前事業年度の基準所得等金額が零を超える一定の場合 

• 継続雇用者給与等支給額：「3. 賃上げ促進税制」の《用語の意義》を参照 

• 継続雇用者比較給与等支給額：前期の継続雇用者給与等支給額 

• 国内設備投資額：法人が当期において取得等をした国内事業の用に供する資
産（棚卸資産、有価証券及び繰延資産を除く。）のうち、建物及び建物附属設
備、構築物、機械装置、船舶、航空機、車両運搬具、工具及び器具備品、一
定の無形固定資産、一定の生物（これらの資産のうち時の経過によりその価
値の減少しないものを除く。）で当期末において有するものの取得価額の合
計額 

• 当期償却費総額：法人の有する減価償却資産につき当期の償却費として損金
経理をした金額（前期の償却超過額等を除き、特別償却準備金として積み立
てた金額を含む。）の合計額 
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5. 戦略分野国内生産促進税制 

特定生産性向上設備等投資促進税制（「1. 特定生産性向上設備等投資促進税制」
をご参照ください。）の創設に伴い、戦略分野国内生産促進税制について以下の
見直しが行われます。 

（1）税額控除限度額 

（i）半導体税額控除限度額 

戦略分野国内生産促進税制における税額控除のうち半導体に係る措置における
半導体税額控除限度額は、以下の金額のうちいずれか少ない金額の合計額とさ
れています（*）。 

• 半導体生産用資産により生産された半導体の区分に応じ、その供用中年度に
おいて販売されたものの数量等に応じた金額 

• 事業の用に供したその半導体生産用資産及びこれとともに半導体を生産す
るために直接又は間接に使用する減価償却資産に対して投資した金額の合
計額とされる一定の金額に相当する金額 

改正により、特定生産性向上設備等投資促進税制の適用を受けた特定機械装置
等（「1. 特定生産性向上設備等投資促進税制」をご参照ください。（ii）において
も同様です。）の取得価額は、半導体税額控除限度額の計算の基礎となる半導体
生産用資産及びこれとともに半導体を生産するために直接又は間接に使用する
減価償却資産に投資した金額に含めないこととされます。 

（ii）特定商品税額控除限度額 

戦略分野国内生産促進税制における税額控除のうち特定産業競争力基盤強化商
品に係る措置における特定商品税額控除限度額は、以下の金額のうちいずれか
少ない金額の合計額とされています（*）。 

• 特定商品生産用資産により生産された特定産業競争力基盤強化商品の区分
に応じ、その供用中年度において販売されたものの数量等に応じた金額 

• 事業の用に供したその特定商品生産用資産及びこれとともに特定産業競争
力基盤強化商品を生産するために直接又は間接に使用する減価償却資産に
対して投資した金額の合計額とされる一定の金額に相当する金額 

改正により、特定生産性向上設備等投資促進税制の適用を受けた特定機械装置
等の取得価額は、特定商品税額控除限度額の計算の基礎となる特定商品生産用
資産及びこれとともに特定産業競争力基盤強化商品を生産するために直接又は
間接に使用する減価償却資産に投資した金額に含めないこととされます。 

（*） 別途、税額控除の上限を定める規定が設けられています。 
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（2）税額控除の不適用措置 

戦略分野国内生産促進税制を適用することができないこととされる措置が、特
定税額控除規定の不適用措置の改正（「4. 特定税額控除規定の不適用措置」をご
参照ください。）に伴い、以下の下線部のように見直されます。 

現行法 改正案 

次の要件のいずれにも該当しない事業年度（*）について
は、本措置における税額控除の適用不可 

（i） 継続雇用者給与等支給額 ≧ 

継続雇用者比較給与等支給額 × 101％ 

（ii） 国内設備投資額 ＞ 当期償却費総額 × 40％ 

次の要件のいずれかに該当しない事業年度（*）について
は、本措置における税額控除の適用不可 

（i） 継続雇用者給与等支給額 ≧ 

継続雇用者比較給与等支給額 × 102％ 

（ii） 国内設備投資額 ＞ 当期償却費総額 × 40％ 

（*） 基準所得等金額が前事業年度の基準所得等金額以下である事業年度は、本不
適用措置の対象外とされます。 

《用語の意義》 

• 供用中年度：事業供用日から事業適応計画の認定の日以後 10 年を経過する
日までの期間内の日を含む各事業年度（一定の事業年度を除く。） 

• 特定商品生産用資産：特定産業競争力基盤強化商品を生産するための機械そ
の他の減価償却資産 

• 特定産業競争力基盤強化商品：半導体以外の産業競争力基盤強化商品 

• 継続雇用者給与等支給額：「3. 賃上げ促進税制」の《用語の意義》を参照 

（その他の用語については、「4. 特定税額控除規定の不適用措置」の《用語の意
義》をご参照ください。） 

6. オープンイノベーション促進税制 

特定事業活動（*）を行う青色申告法人（以下、「対象法人」）が、一定の要件を満
たすスタートアップ（以下、「発行法人」）の株式のうち一定の要件を満たすも
の（以下、「特定株式」）を取得した場合に、その取得価額の25％相当額の損金
算入（所得控除）を認めるオープンイノベーション促進税制が、2020年4月1日
から2026年3月31日までの時限措置として設けられています。 

（*） 自らの経営資源以外の経営資源を活用して高い生産性が見込まれる事業を
行うこと又は新たな事業の開拓を行うことを目指した事業活動をいいます。 

2026年度税制改正では、本税制について、関係法令の改正を前提に以下の見直
しが行われたうえで、その適用期限が2年間（2028年3月31日まで）延長されま
す。 

（1）本税制の対象となる特定株式の範囲 

世界に伍するスタートアップ・エコシステムを作るべく、喫緊の課題とされて
いるIPOへの偏重が指摘されるスタートアップの出口戦略の多様化、特にM&A
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の促進が極めて重要であるとの観点から、本税制の対象となる特定株式の範囲
が以下のように見直されます。 

特定株式の
区分 

対象となる特定株式の範囲 

現行法 改正案 

新規出資型 資本金の増加を伴う払込みにより取
得した株式（*1） 

資本金の増加を伴う払込みにより取得した株式（*1）（*2） 

M&A型 発行法人以外の者からの購入により
取得した発行済株式で、その取得によ
り発行法人の総株主の議決権の50％
超を有することとなるもの（*3）（*4） 

（i） 発行法人以外の者からの購入により取得した発行
済株式で、その取得により発行法人の総株主の議
決権の 50％超を有することとなるもの（*2）（*3）（*4） 

（ii） 発行法人以外の者から購入により取得した発行済
株式で、その取得の日から3年以内に発行法人の総
株主の議決権の50％超を有することとなることが
見込まれるもの（*3）（*4） 

（*1） すでにその総株主の議決権の50％超の株式を有している発行法人に対する
追加出資は対象外とされます。また、過去に同一の発行法人に対する出資
について本税制（新規出資型）の適用を受けている場合には、その追加出
資により総株主の議決権の50％超を有することとなる場合に限り、対象と
されます。 

（*2） M&A型の（ii）により取得した株式と同一の銘柄の株式の取得をする場合
におけるその株式は対象外とされます。 

（*3） その取得の直前において発行法人の総株主の議決権の50％超を有するもの
は対象外とされます。 

（*4） 2023年4月1日以後に本税制（新規出資型）の適用を受けた株式と同一の銘
柄の株式を取得する場合におけるその取得する株式は、対象外とされます。 

（2）特定株式の要件 

特定株式の要件が以下の下線部のように見直されます。 

 

特定株式の区分 

特定株式の要件 

1件当たりの取得価額要件 
保有見込
期間要件 

現行法 新規出資型 • 大企業（*）による払込み：1 億円以上 

• 中小企業者（*）による払込み：1,000 万円以上 

• 外国法人への払込み：一律 5 億円以上 

3年超 

M&A型 5億円以上 5年超 

改正案 新規出資型 • 大企業による払込み：2 億円以上 

• 中小企業者による払込み：1,000 万円以上 

• 外国法人への払込み：一律 5 億円以上 

3年超 

M&A型 （1）（i）に該当するもの 7億円以上 5年超 

（1）（ii）に該当するもの 3億円以上 5年超 
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（*） 用語の意義については、「2. 試験研究費の税額控除制度」の「（2）一般試験
研究費の額に係る税額控除制度（一般型）」の《用語の意義》をご参照くださ
い。 

（3）特定株式の取得価額の上限及び損金算入割合 

本税制では、対象となる特定株式を取得した場合、その取得の日を含む事業年
度において、以下の算式により計算した金額以下の金額について特別勘定を設
ける方法等により経理したときは、その特別勘定経理額の損金算入が認められ
ています。 

損金算入額 ＝ 特定株式の取得価額（上限までの金額）× 損金算入割合 

2026年度税制改正では、新たに上記（1）（ii）により取得した株式が本税制の対
象に追加されることに伴い、その株式に係る上記算式における「特定株式の取
得価額の上限」及び「損金算入割合」が以下の下線部のように設定されます。 

特定株式の区分 
特定株式の 

取得価額の上限 
損金算入割合 

新規出資型 50億円 
25％ 

M&A型 （1）（i）に該当するもの 200億円 

（1）（ii）に該当するもの 200億円 20％ 

（4）特定株式に係る特別勘定の取崩し事由等 

特別勘定の取崩し事由に該当することとなった場合には、特定株式を取得した
事業年度において特別勘定経理額として損金算入した金額は、その該当するこ
ととなった日を含む事業年度において、その事由に応じた金額を益金に算入す
ることとされています。 

2026年度税制改正では、この特定株式に係る特別勘定の取崩し事由等について、
以下の見直しが行われます。 

（i）上記（1）のM&A型（i）により取得した特定株式 

スタートアップとの協業をより一体的に進める観点から、対象法人が発行法人
を吸収合併した場合の特別勘定の取崩方法が以下のように見直されます。 

取崩し事由 
取崩方法 

現行法 改正案 

特別勘定に係る特定株式の発行法人の事業
の成長発展が図られたことにつき明らかに
された場合において、その特別勘定を設けて
いる対象法人を合併法人とし、その発行法人
を被合併法人とする合併が行われた場合 

合併により発行法人が解散し
た日を含む事業年度において、
解散の日における特別勘定の
金額を取り崩して益金算入す
る。 

合併の日を含む事業年度の翌
事業年度開始の日から5年間
で、特別勘定の残高の均等額を
取り崩して益金算入する。 
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（ii）上記（1）のM&A型（ii）により取得した特定株式 

2026年度税制改正により新たに追加されることになる上記（1）（ii）により取得
した特定株式に係る特別勘定の取崩し事由は、現行の取崩し事由を見直した以
下の事由とされます。 

 取崩し事由 取崩方法 

（a） 特定株式の取得から3年を経過した場合 

（ただし、その取得の日から3年以内に、その発行法人の総株主の
議決権の50％超を有することとなった場合を除く。） 

3年を経過した日を含む事業年度に
おいて、特別勘定の金額を取り崩し
て益金算入する。 

（b） 上記（a）のただし書の場合において、対象法人が特定株式に係る
発行法人の総株主の議決権の50％超を有しないこととなった場合 

その有しないこととなった日を含む
事業年度において、特別勘定の金額
を取り崩して益金算入する。 

（c） 特別勘定に係る特定株式の発行法人の事業の成長発展が図られた
ことにつき明らかにされた場合において、その特別勘定を設けて
いる対象法人を合併法人とし、その発行法人を被合併法人とする
合併が行われた場合 

その合併の日を含む事業年度の翌事
業年度開始の日から5年間で、特別
勘定の残高の均等額を取り崩して益
金算入する。 

上記以外については、上記（1）のM&A型（i）により取得した特定株式に係
る取崩し事由と同様とされます。 

*** 

上記のほか所要の措置が講じられます。 

7. カーボンニュートラルに向けた投資促進税制 

カーボンニュートラルに向けた投資促進税制は、2021年度税制改正において創
設された税制で、「2050年カーボンニュートラル」（2050年までに温室効果ガス
の排出を全体としてゼロにすること。）を実現するために、産業競争力強化法に
基づく事業適応計画の認定を受けた青色申告法人を対象として、脱炭素化に寄
与する設備への投資等に対して特別償却又は税額控除を認める措置です。 

2050年カーボンニュートラルの実現には、民間企業による脱炭素効果の高い投
資の加速が不可欠であるという観点から、今後も企業の脱炭素投資を後押しす
るため、2026年度税制改正では、特別償却率及び税額控除率が以下のように見
直されたうえで、その適用期限が2年間（2028年3月31日まで）延長されます。 

【特別償却率及び税額控除率の見直し】 

事業適応計画（生産工程効率化等設備の導入を伴うエネルギー利用環境負荷低
減事業適応に関するものに限られます。）の認定要件のうち、事業所等の炭素生
産性向上率に係る要件が引き上げられ、特別償却率及び税額控除率が企業規模
及び炭素生産性向上率に応じて以下のように見直されます。 
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（*1） 特定認定エネルギー利用環境負荷低減事業適応計画に記載されたものをい
います。 

（*2） 中小企業者の意義については、「2. 試験研究費の税額控除制度」の「（2）一
般試験研究費の額に係る税額控除制度（一般型）」の《用語の意義》をご
参照ください。 

（*3） 改正により新たに設けられる企業区分であり、一定のサプライチェーン連
携（*4）を実施している中小企業者以外の法人をいいます。 

（*4） 連携企業（特定大企業のサプライチェーン上の国内の中小企業者をいい、
グループ会社は除かれます。）のエネルギー起源二酸化炭素排出量の削減を
目指す取組のうち次の要件の全てに該当するものをいいます。 

• 連携企業への支援により、その連携企業に対する取引量を減らさずにそ
の連携企業の炭素生産性を事業所単位で 30％以上向上させる計画を立
てること。 

• 連携企業とその計画に関する費用負担を行うこと等を明記した一定の
合意書を締結していること。 

• 特定大企業に追加の費用負担が発生するものであって、連携企業の排出
量削減に資する内容であること。 

• 連携企業が自身のエネルギー起源二酸化炭素の排出削減量を算定する
こと。 

  

企業区分 炭素生産性向上率（*1） 
特別償却率 税額控除率 

現行法 改正案 現行法 改正案 

中小企業者（*2） 

22%以上 

50％ 
30％ 14％ 

10％ 

17%以上22%未満 5％ 

10%以上17%未満 － 10％ － 

中小企業者
以外 

特定大企業（*3） 
20％以上 

50％ 30％ 
10％ 8％ 

15%以上20%未満 5％ 3％ 

上記以外 

25％以上 

50％ 
30％ 10％ 

8％ 

20%以上25%未満 3％ 

15%以上20%未満 － 5％ － 
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8. スピンオフ税制 

2023年度税制改正において創設され、2028年3月31日までの時限措置とされて
いるパーシャルスピンオフ税制（法人の持分を一部残すスピンオフ（現物分配）
で、産業競争力強化法の認定を受けた事業再編計画に従って行う認定株式分配
のうち、一定の要件に該当するものを適格株式分配とする制度）について、2026

年度税制改正では、以下の要件に該当するものを適格株式分配とする制度に見
直されるとともに、その適用期限が廃止されます。 

適格要件 （1） その法人の株主の持株数に応じてその完全子法人の株式のみを交付するものであること。 

（2） その現物分配の直後にその法人が有するその完全子法人の株式の数が発行済株式の総数の
20％未満となること。 

（3） 適格株式分配と同様の非支配要件、特定役員継続要件及び従業者継続要件に該当すること。 

（4） その法人及び完全子法人が事業の成長発展が見込まれるものとして以下の要件を満たすも
のであること。 

（i） その法人（その法人がその経営を実質的に支配していると認められるものとして一定
の関係を有するものを含む。）のその現物分配前に行う事業のうちいずれかの事業に
ついて、その法人がその経営資源を集中させるものとして特定しており、かつ、その
特定した事業がその現物分配後にその法人（その法人がその経営を実質的に支配して
いると認められるものとして一定の関係を有するもの（その完全子法人以外の法人
で、その一定の関係が継続することが見込まれているものに限る。）を含む。）におい
て引き続き行われることが見込まれていること。 

（ii） その完全子法人のその現物分配前に行う主要な事業が上記（i）の特定した事業以外の
ものであり、かつ、その主要な事業がその現物分配後にその完全子法人において引き
続き行われることが見込まれていること。 

（iii） その法人及び完全子法人が実施する主要な事業について、その現物分配により生産性
向上に関する目標の達成が見込まれること。 

この改正は、2026年4月1日以後に産業競争力強化法の事業再編計画の認定を受
けた法人が行う認定株式分配について適用されます。 
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9. 企業グループ間の取引に係る書類保存の特例 

内国法人が関連者（*1）との間で特定取引を行った場合において、その取引に関し
て、取引関連書類等にその取引に係る対価の額を算定するために必要な事項（*2）

の記載又は記録がないときは、その記載又は記録がない事項を明らかにする書
類（電磁的記録が含まれます。）を取得し、又は作成し、保存しなければならな
いこととされます。また、上記の明らかにする書類の保存が法令の定めに従っ
て行われていないことは、青色申告の承認の取消事由等とされます。 

（*1） 移転価格税制における関連者と同様の基準により判定されます。 

（*2） その取引に関する資産又は役務の提供の明細、その取引においてその内国
法人が支払うこととなる対価の額の計算の明細等が該当します。 

《用語の意義》 

特定取引 次の取引（販売費、一般管理費その他の費用の額の基因となるものに限る。） 

（1） その関連者がその内国法人に対して行う次の資産（以下、「工業所有権等」）の譲渡又
は貸付け（工業所有権等に係る権利の設定等その関連者がその内国法人に工業所有権
等を使用させる行為を含む。） 

（i） 工業所有権その他の技術に関する権利、特別の技術による生産方式又はこれら
に準ずるもの 

（ii） 著作権（出版権及び著作隣接権その他これに準ずるものを含む。） 

（iii） プログラムの著作物 

（2） その関連者がその内国法人に対して行う役務の提供のうち、次のもの 

（i） 次のいずれかの事業活動で、その内国法人とその関連者との契約又は協定に基
づきその関連者が行うもの 

• その関連者が有する産業、商業又は学術に関する知識経験等その関連者が有
する経営資源を活用して行われる研究開発、広告宣伝等の事業活動 

• その関連者が有する専用資産（専らその内国法人及び関連者の事業の用に供
することを目的とする資産）をその内国法人に使用させる行為並びにその専
用資産の維持及び管理 

（ii） その関連者がその内国法人に対して行う経営の管理又は指導、情報の提供等の
役務の提供でその関連者が有する産業、商業又は学術に関する知識経験に基づ
き行うもの 

（iii） 上記（i）及び（ii）の役務の提供に類するもの 

取引関連書類等 以下の書類又は電磁的記録で、法人税法及び法人税に関する法令の規定により保存しなけれ
ばならないこととされているもの 

• 取引に関して受領し、若しくは交付する注文書、契約書、送り状、領収書、見積書その他
これらに準ずる書類 

• 上記の書類に通常記載される事項が記録された電磁的記録 
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10.その他の主な措置 

上記でお知らせしている内容のほか、以下の措置の見直し又は廃止及び適用期
限の延長が行われます。 

（1）法人税法における措置の見直し 

（2）租税特別措置法における措置の適用期限の延長及び見直し 

  

措置 見直しの概要 

グループ通算制度の投資簿価修正制度に
おける調整勘定対応金額の加算措置 

• 通算完全支配関係発生日以前に離脱法人の株式の譲渡をした場
合の調整勘定対応金額の調整の対象となる譲渡から、全部取得条
項付種類株式に係る取得決議による完全子法人化の際の離脱法
人の株式の譲渡を除外 

（上記の取得決議により交付を受けた上記の離脱法人の株式の
価額がその譲渡をした株式の価額とおおむね同額となっていな
いと認められる場合を除く。） 

措置 適用期限 見直しの概要 

中小企業者等が機械等を取得し
た場合の特別償却又は法人税額
の特別控除制度 

（「中小企業投資促進税制」） 

改正なし 

（2027年3月31日まで） 

• 工具の取得価額要件のうち「1 台又
は 1 基の取得価額が『30 万円以上』
の工具の取得価額の合計額が 120
万円以上であること」との要件を、
「1 台又は 1 基の取得価額が『40
万円以上』の工具の取得価額の合計
額が 120 万円以上であること」に
見直し 

中小企業者等が特定経営力向上
設備等を取得した場合の特別償
却又は法人税額の特別控除制度 

（「中小企業経営強化税制」） 

• 工具及び器具備品の取得価額要件
を、「30 万円以上」から「40 万円以
上」に引上げ 

特定事業継続力強化設備等の特
別償却制度 

（「中小企業防災・減災投資促進
税制」） 

改正なし 

（中小企業等経営強化法に係る 
事業継続力強化計画等の認定期限 

：2027 年 3 月 31 日まで 

対象設備の取得・事業供用期限 

：2028 年 3 月 31 日まで） 

• 器具備品の取得価額要件を、「30 万
円以上」から「40 万円以上」に引
上げ 

国家戦略特別区域において機械
等を取得した場合の特別償却又
は法人税額の特別控除制度 

2年延長 

（2028年3月31日まで） 

• 2026 年 4 月 1 日以後に受けた確認
に係る事業実施計画に記載された
特定機械装置等の特別償却率及び
税額控除率を引下げ 等 

国際戦略総合特別区域において
機械等を取得した場合の特別償
却又は法人税額の特別控除制度 

• 対象となる特定国際戦略事業から、
一定の事業を除外 
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（3）租税特別措置法における措置の廃止 

  

 

 

措置 適用期限 見直しの概要 

地方活力向上地域等において特
定建物等を取得した場合の特別
償却又は法人税額の特別控除制
度 

（「地方拠点強化税制」のうち設
備投資減税） 

2年延長 

（2028年3月31日まで） 

• 一定の要件を満たす場合の特定建
物等の特別償却率及び税額控除率
を引上げ 

• 対象となる資産に、事業の用に供
されたことのある建物等及び構築
物を追加 

• 中小企業者以外の法人の取得価額
要件を引上げ 等 

海外投資等損失準備金制度 － 

国家戦略特別区域における指定
法人の課税の特例 

• 対象事業から、一定の事業を除外 

中小企業者の欠損金等以外の欠
損金の繰戻しによる還付制度の
不適用措置 

• 本措置の対象から銀行等保有株式
取得機構の欠損金額を除外する措
置の適用期限を 2 年延長 

特定外国法人が特定金融機関等
との間で行う債券現先取引に係
る利子等の非課税措置 

3年延長 

（2029年3月31日まで） 

－ 

土地譲渡益に対する追加課税制
度の適用除外措置及び適用停止
措置 

• 適用除外措置について、その対象と
なる土地等の譲渡から、一定のもの
を除外 等 

中小企業者等の少額減価償却資
産の取得価額の損金算入の特例 

• 対象となる減価償却資産の取得価
額を、「30 万円未満」から「40 万円
未満」に引上げ 

• 対象となる法人から、常時使用する
従業員の数が 400 人を超える法人
を除外 

特定の資産の買換えの場合等の
課税の特例 

3年延長 

（2029年3月31日まで） 

（一定の船舶の買換えについては 
2年延長（2028年3月31日まで）） 

• 長期所有の土地・建物等から国内に
ある土地・建物等への買換えについ
て、買換資産を一定の資産に限定等 

措置 適用期限 備考 

地方活力向上地域等において雇用者の数が増
加した場合の法人税額の特別控除制度 

（「地方拠点強化税制」のうち雇用促進税制） 2026年3月31日まで 

－ 

特定投資運用業者の役員に対する業績連動給
与の損金算入の特例 

－ 
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II. 国際課税 

1. グローバル・ミニマム課税 

2021年10月にOECD/G20の「BEPS包摂的枠組み」において合意されたグローバ
ル・ミニマム課税へ対応するため、2023年度税制改正において、所得合算ルー
ル（IIR: Income Inclusion Rule）に相当する「各対象会計年度の国際最低課税
額に対する法人税」等が創設されました。また、2025年度税制改正では、軽課
税 所 得 ル ー ル （UTPR: Undertaxed Profits Rule） 及 び 国 内 ミ ニ マ ム 課 税
（QDMTT: Qualified Domestic Minimum Top-up Tax）に相当する制度が創設
されています。 

さらに、「各対象会計年度の国際最低課税額に対する法人税」等については、
2024年度税制改正及び2025年度税制改正において、OECDより公表されたガイ
ダンスの内容等を踏まえた見直しが行われていますが、2026年度税制改正にお
いても、2025年1月にOECDより公表されたガイダンスで明確化された内容を踏
まえた見直しが行われます。 

具体的には、移行対象会計年度前の対象会計年度において計上された繰延税金
資産又は繰延税金負債がある場合における調整後対象租税額の計算については、
以下の繰延税金資産又は繰延税金負債はないものとされるほか、所要の措置が
講じられます。 

• 国又は地方公共団体との間で締結された税額控除等に係る取決め（その税額
控除等の額に係る繰延税金資産を増加させるために 2021 年 12 月 1 日以後
に締結されたものに限られます。）があることその他これに準ずる事由によ
り生じた繰延税金資産 

• 法人税に相当する税に関する日本以外の国又は地域における法令（2021 年
12 月 1 日から移行対象会計年度開始の日の前日までの間に制定されたもの
に限られます。）において、資産又は負債の金額が時価により評価されるこ
とにより計上された繰延税金資産又は繰延税金負債 

なお、法人住民税についても、上記の見直しに関する法人税の取扱いに準じた
所要の措置が講じられます。 

《用語の意義》 

• 移行対象会計年度：特定多国籍企業グループ等に属することとなった最初の
対象会計年度 

• 対象会計年度：多国籍企業グループ等の最終親会社等の連結等財務諸表の作
成に係る期間 

• 調整後対象租税額：国別実効税率等を計算するための基礎とすべき税の額と
して対象租税の額に一定の調整を加えて計算した金額 

*** 
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2026年度税制改正大綱には、2026年度税制改正の基本的考え方として以下の内
容が示されています。 

「グローバル・ミニマム課税（『第2の柱』）については、国際課税システムの安
定化等を目的とした、グローバル・ミニマム課税と米国をはじめとする一定の
要件を満たす国の税制との共存等に係る国際的な議論が継続している状況にあ
り、近く国際合意に至る場合には当該合意に則り早急に見直しを検討する等、
議論の状況を踏まえて今後対応を検討する。」 

したがいまして、今後の国際的な議論の動向と国際合意に至る場合の当局の対
応に留意する必要があります。 

2. 外国子会社合算税制 

外国子会社合算税制については、国際的なルールにおいても「第2の柱」（「1. グ
ローバル・ミニマム課税」）と併存するものとされており、「第2の柱」の導入以
降も、外国子会社を通じた租税回避を抑制するための措置としてその重要性は
変わらないものの、「第2の柱」の実施により対象企業に追加的な事務負担が生
じること等を踏まえ、過去3年の税制改正における見直しに続き、2026年度税制
改正においても、以下の見直しが行われます。 

なお、2026年度税制改正大綱には、2027年度以降の税制改正においても必要な
見直しの検討を行うことが明記されています。 

（1）解散した部分対象外国関係会社又は外国金融子会社等に係る特例 

（i）外国子会社合算税制の適用 

外国関係会社が清算部分対象外国関係会社又は清算外国金融子会社等に該当す
る場合には、特例清算事業年度については、清算部分対象外国関係会社は部分
対象外国関係会社と、清算外国金融子会社等は外国金融子会社等とそれぞれみ
なして、外国子会社合算税制を適用することとされます。 

なお、国税当局の職員が内国法人にその外国関係会社に係る以下の書類等の提
出等を求めた場合において、期限までにその提出等がないときは、上記の適用
については、その外国関係会社は清算部分対象外国関係会社又は清算外国金融
子会社等に、その事業年度は特例清算事業年度に、それぞれ該当しないものと
推定されます。 

• その外国関係会社が清算部分対象外国関係会社又は清算外国金融子会社等
のいずれかに該当することを明らかにする書類等 

• その外国関係会社の事業年度が特例清算事業年度に該当することを明らか
にする書類等 
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《用語の意義》 

清算部分対象外国関係
会社 

解散した外国関係会社のうち、その解散の日を含む事業年度開始の日前2年以内に開始
した事業年度のいずれにおいても部分対象外国関係会社に該当していたもの 

清算外国金融子会社等 解散した外国関係会社のうち、その解散の日を含む事業年度開始の日前1年以内に開始
した事業年度のいずれにおいても外国金融子会社等に該当していたもの 

特例清算事業年度 外国関係会社の解散により最初に部分対象外国関係会社又は外国金融子会社等に該当
しないこととなった事業年度終了の日から原則として同日以後3年を経過した日までの
期間内の日を含む事業年度 

（ii） 異常所得の金額の計算 

租税負担割合が20％未満である部分対象外国関係会社は、受動的所得（実質的
活動のない事業から得られる所得）の合算課税の適用を受けることとされてお
り、この受動的所得に含まれる異常所得（外国関係会社の資産規模や人員等の
経済実態に照らせば、その事業から通常生じ得ず、発生する根拠がないと考え
られる所得）は、各事業年度の決算に基づく一定の所得の金額から一定の控除
額を控除することにより計算されます。 

改正により、外国関係会社が清算部分対象外国関係会社又は清算外国金融子会
社等に該当する場合における特例清算事業年度については、異常所得の金額の
計算において控除することとされる金額の計算の基礎となる総資産の額、人件
費の額及び減価償却累計額は、その解散により最初に部分対象外国関係会社又
は外国金融子会社等に該当しないこととなった事業年度の前事業年度に係るこ
れらの金額とされます。 

（iii）異常な水準にある資本に係る所得の計算 

部分対象外国関係会社が外国金融子会社等である場合における受動的所得の合
算課税の対象金額（以下、「金融子会社等部分適用対象金額」）は、異常な水準に
ある資本に係る所得の金額と有形固定資産の貸付けの対価や無形資産の使用料
等の一定の金額の合計額のうちいずれか多い金額とされています。 

改正により、外国関係会社が清算外国金融子会社等に該当する場合における特
例清算事業年度については、この異常な水準にある資本に係る所得の金額はな
いものとして、金融子会社等部分適用対象金額の計算を行うこととされます。 

（iv）解散した外国金融子会社等に係る特例 

解散により外国金融子会社等に該当しないこととなった部分対象外国関係会社
のその該当しないこととなった日から原則として同日以後3年を経過する日ま
での期間内の日を含む事業年度の一定の金融所得について、受動的所得の合算
課税の対象としない特例が設けられていますが、改正により、この特例は廃止
されます。 
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（2）ペーパー・カンパニーに係る特例 

租税回避リスクが限定的であると考えられる外国関係会社については、一定の
要件のもとで、会社単位の合算課税の適用を受ける特定外国関係会社のうちの
ペーパー・カンパニーに該当しないこととされる特例が設けられています。 

本特例の要件のうち資産割合要件は、その事業年度終了の時における貸借対照
表に計上されている総資産の帳簿価額のうちに外国子会社株式や未収金等の一
定の資産の帳簿価額の合計額が占める割合が95％超であることとするものです
が、改正により、外国関係会社の事業年度終了の時における貸借対照表に計上
されている総資産の額が零である場合には、その外国関係会社に係るその事業
年度に係る資産割合要件の判定が不要とされます。 

（3）租税負担割合の特例 

租税負担割合の計算における分子の額は、外国関係会社の各事業年度の決算に
基づく所得の金額につき、その本店所在地国又は本店所在地国以外の国若しく
は地域において課される外国法人税の額とされていますが、その本店所在地国
の外国法人税の税率が所得の額に応じて高くなる場合には、最高税率を用いて
租税負担割合を計算することができる特例が設けられています。 

改正により、その最高税率が適用されることが通常見込まれないこと、その最
高税率が適用される所得の額の区分が適用される所得の金額が極めて限定され
ていることその他の事情により本特例を適用することが著しく不適当であると
認められる場合には、本特例を適用することができないこととされます。 

*** 

なお、コーポレートインバージョン対策税制等の関連制度についても、上記（1）
から（3）までと同様の見直しが行われます。 

（4）適用時期 

上記の改正は、外国関係会社の2026年4月1日以後に開始する事業年度について
適用されます。 

（個人住民税、法人住民税及び事業税についても法人税の取扱いに準じた所要
の措置が講じられます。） 
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3. 外国組合員に対する課税の特例 

海外の有限責任組合員（以下、「LP」）である非居住者又は外国法人（以下、「外
国組合員」）が、日本に無限責任組合員（以下、「GP」）がいるファンドに出資す
る場合、一般的には日本の恒久的施設（以下、「PE」）を有するものとされます
が、一定の要件を満たすときは、その外国組合員はそのファンドから生じる国
内源泉所得に対する所得税・法人税を非課税とする特例が設けられています。 

2026年度税制改正では、本特例の適用要件が見直されるほか、適用を受けるた
めの手続が簡素化されます。 

（1）適用要件 

本特例は、以下の適用要件の全てを満たした外国組合員が（2）に示す特例適用
申告書等を提出しており、かつ、その投資組合契約の締結の日からその提出の
日までの間継続して以下の要件を全て満たしている場合に限り、その提出の日
以後の期間について適用を受けることができることとされています。 

（i） 投資組合の LP であること。 

（ii） 投資組合の業務執行行為（（a）業務執行、（b）業務執行の決定、（c）業
務執行又は業務執行の決定についての承認、同意その他これらに類する
行為（以下、「業務の執行の承認等」））を行わないこと。 

（iii） 投資組合の組合財産に対する持分割合が 25％未満であること。 

（iv） 投資組合の GP と特殊の関係にないこと。 

（v） その投資組合契約に基づいて PE を通じて事業を行っていないとした 
場合には、PE 帰属所得を有しないこととなること。 

改正により、上記の要件の一部が以下の下線部のように見直されます。 

• 要件（ii）における、業務の執行の承認等から除外される行為の範囲が、利
益相反取引の承認等（現行：その業務の執行を行う者の自己取引等の承認等）
とされます。 

• 要件（iii）において、投資組合の LP 等から構成される一定の委員会を設置
する投資組合である場合の LP の持分割合が 50％未満に引き上げられます。 

• 要件（v）は廃止されます。 

（2）適用手続 

本特例の適用を受けようとする外国組合員は、所定の事項を記載した特例適用
申告書に所定の書類を添付して、投資組合の組合利益の配分の取扱者を経由し
てその取扱者の所轄税務署に提出する必要がありますが、上記（1）の改正に伴
い、特例適用申告書等の記載事項の見直しが行われるほか、所要の措置が講じ
られます。 
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III. 消費課税 

1. 国境を越えた電子商取引に係る課税 

近年、物品販売に係る国境を越えた電子商取引の市場が拡大するなか、少額輸
入貨物に対する免税制度による競争上の不均衡や国外事業者による無申告とい
った課題が顕在化しています。 

こうした課題に対応するため、国境を越えた電子商取引に係る課税について、
以下の見直しが行われます。 

（1）少額輸入貨物に対する免税制度の見直し 

国境を越えて行われる通信販売については、その商品の輸入者に対して、関税
とともに消費税の納税義務を課すこととされていますが、円滑な通関確保の観
点から、輸入貨物の課税価格が1万円以下の貨物については、原則として関税・
消費税ともに免税とされています。 

2026年度税制改正では、この少額輸入貨物に対する免税制度に係る消費税の取
扱いについて、国内外の事業者間の競争条件の公平性と適正な課税の確保を図
る観点から、下記（2）の特定少額資産販売事業者登録制度の創設を前提に、事
業者（販売者）に消費税の納税義務を課すこととする以下の見直しが行われま
す。 

消 費 税 の 課 税 の
対象範囲 

通信販売の方法により国内以外の地域から国内に宛てて発送される資産（一の資産の対価の
額が1万円（税抜き）以下であるものに限る。）の譲渡（以下、「特定少額資産の譲渡」（仮称））
については、資産の譲渡等に係る消費税の課税の対象とされる（*）。 

輸 入 者 に 対 す る
輸 入 消 費 税 の 取
扱い 

特定少額資産販売事業者（仮称）が行った特定少額資産の譲渡に係る課税貨物の保税地域か
らの引取りについては、以下の事項がその課税貨物の輸入申告書等に付記されているものに
限り、引き続き輸入消費税が課税されないための措置が講じられる。 

• その課税貨物に係る特定少額資産の譲渡を行った特定少額資産販売事業者の登録番号 

• その課税貨物が特定少額資産の譲渡に係るものである旨 

（特定少額資産の譲渡に係る課税貨物が郵便物として輸入される場合には、輸入申告書等に
代えて、郵便に関する条約に基づき、差出人がその課税貨物に貼り付け、又は添付した税関
告知書に上記の事項が付記されているものが本措置の対象とされる。） 

輸 入 消 費 税 が 課
さ れ た 場 合 に お
け る 事 業 者 の 取
扱い 

事業者（免税事業者を除く。）が特定少額資産の譲渡を行った場合において、その特定少額
資産の譲渡に係る課税貨物に輸入消費税が課されたときは、その課税貨物に係る輸入許可書
等の保存を要件として、その課税期間における課税標準額に対する消費税額からその特定少
額資産の譲渡に係る消費税額を控除することとされる。 

（*） 簡易課税制度における仕入控除税額の計算の基礎となる課税資産の譲渡等
の範囲から特定少額資産の譲渡に該当するものが除外されます。 

（2）特定少額資産販売事業者登録制度の創設 

特定少額資産の譲渡に係る消費税が販売時と輸入時の双方に課税されることの
ないよう、販売時に課税されたことを証明する特定少額資産販売事業者登録制
度が創設されます。制度の概要は以下のとおりです。 
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特定少額資産販売
事業者の登録 

• 特定少額資産販売事業者とは、特定少額資産の譲渡を行う事業者（免税事業者を除く。）
であって、納税地の所轄税務署長に申請書を提出し、税務署長の登録を受けた事業者を
いう。 

• 特定国外事業者（事務所、事業所等を国内に有しない国外事業者）が登録を受ける場合
には、消費税に関する税務代理人があること等が要件とされる。 

• 登録申請の受付は、2027 年 10 月 1 日から開始される。 

特定少額資産販売
事業者の義務 

特定少額資産販売事業者は、特定少額資産の譲渡を行った場合には、その発送に係る仕入
書等に以下の事項を記載し、かつ、その特定少額資産の譲渡に係る資産を輸入しようとす
る者又はその者の関税法の規定に基づく輸入の申告を代理する通関業者に対し、その事項
を通知しなければならない。 

• その特定少額資産販売事業者の登録番号 

• その特定少額資産の譲渡に係る資産に該当する旨 

登録の取消し 特定少額資産販売事業者が、登録の取消しを求める届出書を納税地の所轄税務署長に提出
した場合には、その登録を取り消すことができる。 

事業者免税点制度
との適用関係 

登録を受けた日の属する課税期間の翌課税期間以後の課税期間については、登録の取消し
を求める届出書の提出が行われない限り、事業者免税点制度は適用されない。 

上記のほか、特定少額資産販売事業者が行う特定少額資産の譲渡に係る資産以
外の資産について、特定少額資産販売事業者により特定少額資産の譲渡として
行われたものであると誤認されるおそれのある仕入書等のその資産の輸入者等
への交付又は登録番号若しくはその登録番号と誤認されるおそれのある番号等
の輸入者等への通知（以下、「輸入者等への交付等」）が禁止されるとともに、そ
の輸入者等への交付等に関する調査に係る質問検査権の規定が整備されます。 

（3）物品販売に係るプラットフォーム課税の導入 

プラットフォームを介する物品販売で生じている国外事業者による無申告の課
題に対処し、国内外の事業者間の競争条件の公平性と適正な課税の確保を図る
観点から、プラットフォーム事業者に物品販売に係る納税義務を転換するプラ
ットフォーム課税が導入されます。 

制度の概要 （i） デジタルプラットフォームを介して行う以下の資産の譲渡のうち、国税庁長官の指定を
受けたプラットフォーム事業者（以下、「第 2 種プラットフォーム事業者」（仮称））を
介してその対価を収受するものについては、第 2 種プラットフォーム事業者が行ったも
のとみなして、消費税の申告・納税義務を課すこととされる（*）。 

（a） 国外事業者が国内において行う資産の譲渡（これに付随して行われる資産の譲渡
等を含むものとし、特定少額資産の譲渡に該当するものを除く。） 

（b） 事業者が行う特定少額資産の譲渡 

（ii） 第 2 種プラットフォーム事業者は、上記（i）（a）の国外事業者が国内において行った課
税仕入れ及びその国外事業者が行った課税貨物の保税地域からの引取りのうち、プラッ
トフォーム課税の適用を受ける上記（i）（a）の資産の譲渡にのみ要するものを、あらか
じめその国外事業者の承諾を得て、その第 2 種プラットフォーム事業者が行ったものと
みなして、仕入税額控除を適用できることとされる。 
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第2種プラット
フォーム事業者 

プラットフォーム事業者のその課税期間において、上記（i）（a）及び（b）の資産の譲渡に係
る対価の額の合計額が50億円（税込み）を超えるものとして、国税庁長官により指定を受けた
者 

届出義務及び 
指定制度 

• 2027 年 1 月 1 日からこの制度の見直しが行われていたものとして、同日から同年 3 月 31
日までの期間におけるプラットフォーム課税の対象となるべき上記（i）（a）及び（b）の
資産の譲渡に係る対価の額の合計額に 4 を乗じて計算した金額が 50 億円（税込み）を超
える場合には、そのプラットフォーム事業者に国税庁長官への届出義務を課すとともに、
国税庁長官はそのプラットフォーム事業者を第 2 種プラットフォーム事業者として指定す
るものとされる。 

• 上記の指定の効力は、2028 年 4 月 1 日に生ずることとされる。 

• 第 2 種プラットフォーム事業者の指定制度に係る手続について、所要の経過措置が講じら
れる。 

（*） この見直しに伴い、電気通信利用役務の提供に係る特定プラットフォーム事
業者の名称が、第1種プラットフォーム事業者（仮称）に変更されます。 

（4）事業者免税点制度の特例 

小規模事業者の納税事務負担等に配慮する観点から、基準期間における課税売
上高が1,000万円以下の事業者に対しては、原則として消費税の納税義務を免除
する「事業者免税点制度」が適用されますが、その適用にあたっては、以下のよ
うに取り扱われます。 

• 事業者の基準期間の初日が 2028 年 4 月 1 日前であるときは、その基準期間
の初日から上記（1）の見直しが行われていたものとし、かつ、上記（3）の
プラットフォーム課税の適用があるものとして事業者免税点制度の規定が
適用される。 

• ただし、その基準期間の初日からその見直し等が行われていたものとして課
税売上高を計算することにつき困難な事情があるときは、2027 年 10 月 1 日
から同年 12 月 31 日までの間においてその見直し等が行われていたものと
して計算した課税売上高に 4 を乗じて計算した金額によることが認められ
るほか、所要の経過措置が講じられる。 

（5）適用時期 

上記（1）から（4）に係る改正の適用時期は以下のとおりです。 

（2）の「特定少額資産販売事業者の登録」 2027年10月1日から適用 

（3）の「届出義務及び指定制度」 2027年4月1日から適用 

上記以外 2028年4月1日以後に国内において事業者が行う資産の譲渡等及び課
税仕入れ並びに保税地域から引き取られる課税貨物について適用 

 

  



 

 

KPMG Japan tax newsletter/December 2025       35 

© 2025 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 

2. 国内不動産に関する役務提供等に対する課税 

国内において非居住者に対して行われる資産の譲渡等のうち、国内に所在する
不動産に係る役務提供等（たとえば不動産の仲介手数料）については、輸出取
引に類するものとして、消費税の輸出免税の対象とされています。 

このような国外に持ち出せない不動産に係る役務提供等については、その効果
が国内に帰属するものであり、国内に所在する不動産を非居住者が取得する事
例が増加傾向にあるとの指摘があること等を踏まえ、居住者に対する役務提供
等との公平性の観点から、非居住者に対して行われる国内に所在する不動産に
係る役務提供等については、消費税の輸出免税の適用対象から除外されるほか、
所要の措置が講じられます。 

この改正は、2026年10月1日以後に行われる資産の譲渡等について適用されま
す。ただし、2026年3月31日までに締結した契約に基づき2026年10月1日以後に
資産の譲渡等を行った場合には、適用しないこととされます。 

3. インボイス制度 

（1）適格請求書発行事業者となる小規模事業者に係る税額控除に関する経
過措置 

インボイス制度では、免税事業者であった者が適格請求書発行事業者となった
場合の納税額の激変緩和及び事務負担の軽減を図るため、2023年10月1日から
2026年9月30日までの日の属する課税期間における納付税額をその課税期間に
おける課税標準額に対する消費税額の20％とすることができる経過措置（2割特
例）が設けられています。 

2026年度税制改正では、インボイス制度の社会的な定着をより確実なものとす
るため、事務負担への配慮がより必要と考えられる個人事業者に対し、納付税
額をその課税期間における課税標準額に対する消費税額の30％とすることがで
きる以下の経過措置（3割特例）が、2割特例の終了後2年間に限り講じられます。 

対象事業者 個人事業者である適格請求書発行事業者 

対象課税期間 2027年及び2028年に含まれる各課税期間（免税事業者が適
格請求書発行事業者となったこと又は課税事業者選択届出
書を提出したことにより、事業者免税点制度の適用を受けら
れないこととなる課税期間に限る。） 

経過措置 

（3割特例） 

その課税期間における課税標準額に対する消費税額から控
除する金額を、その課税標準額に対する消費税額に7割を乗
じた額とすることにより、納付税額をその課税標準額に対す
る消費税額の3割とすることができることとされる。 

また、現行の経過措置（2割特例）の適用を受けた適格請求書発行事業者につい
ても、上記と同様の措置が講じられ、2026年10月1日以後に終了する課税期間か
ら本措置を適用できることとされます。 
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上記の経過措置の適用を受けようとする場合には、確定申告書にその旨を付記
するものとされます。 

なお、上記の経過措置の適用を受けた適格請求書発行事業者が、その適用を受
けた課税期間の翌課税期間に係る確定申告期限までに、その翌課税期間につい
て簡易課税制度の適用を受ける旨の届出書を納税地の所轄税務署長に提出した
ときは、その翌課税期間から簡易課税制度の適用が認められます。 

（2）適格請求書発行事業者以外の者から行った課税仕入れに係る税額控除
に関する経過措置 

インボイス制度のもとでは、原則として、適格請求書発行事業者が発行したイ
ンボイスの保存が仕入税額控除の要件とされていますが、制度開始から6年間は、
適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れであっても、仕入税額相当額
に一定割合（以下、「控除可能割合」）を乗じた金額を仕入税額とみなして控除
できる経過措置が設けられています。 

上記の経過措置について、以下の見直しが行われます。 

（i）控除可能割合 

経過措置における控除可能割合について、インボイス制度の影響を受ける小規
模な国内事業者への配慮としてさらなる激変緩和を図る観点から、適用期限が
2年延長されたうえで、以下のように見直されます。 

適用期間 
控除可能割合 

現行法 改正案 

2023年10月1日～2026年9月30日 80％ 80％ 

2026年10月1日～2028年9月30日 
50％ 

70％ 

2028年10月1日～2029年9月30日 
50％ 

2029年10月1日～2030年9月30日 
－ 

2030年10月1日～2031年9月30日 30％ 

（ii）一の適格請求書発行事業者以外の者からの課税仕入れに係る年間適用
上限額 

この経過措置が租税回避等にも利用されている実態が確認されていることを踏
まえ、その防止を図る観点から、一の適格請求書発行事業者以外の者からの課
税仕入れの額の合計額がその年又はその事業年度で1億円（現行：10億円）を超
える場合には、その超えた部分の課税仕入れについて、この経過措置の適用を
認めないこととされます。 

この改正は、2026年10月1日以後に開始する課税期間から適用されます。 
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IV. 所得課税 

1. 人的控除等 

（1）物価上昇局面における基礎控除等の対応 

2026年度税制改正では、足元の物価高への対応として物価上昇に連動して基礎
控除等を引き上げる仕組みが創設され、併せて2024年12月の「三党合意」（*）を
踏まえたさらなる引上げ措置が講じられます。これにより、2026年及び2027年
においては、課税最低限（所得税の非課税枠）が現行の160万円から178万円ま
で引き上げられるとともに、その対象範囲が合計所得金額132万円以下（給与所
得のみの場合、給与収入200万円以下に相当）から合計所得金額489万円以下（給
与所得のみの場合、給与収入665万円以下に相当）まで拡大されることとなり、
中低所得者への配慮が強化されます。 

（*） 2024年12月11日に自由民主党、公明党及び国民民主党の三党により示され
た、いわゆる「103万円の壁」は国民民主党の主張する178万円を目指して
2025年から引き上げることとする合意をいいます。 

（i）物価上昇に連動して基礎控除等を引き上げる仕組みの創設 

基礎控除の額が定額であることにより物価が上昇すると実質的な税負担が増え
るという所得税の課題への対応として、基礎控除の本則部分（以下、「基礎控除
（本則）」）と給与所得控除の最低保障額の本則部分（以下、「給与所得控除（本
則）」）を、以下のとおり適時に見直す仕組みが創設されます。 

• 基礎控除（本則）については、見直し前の控除額に、税制改正時における直
近 2 年間の消費者物価指数（総合）の上昇率を乗ずることで調整される。 

• 給与所得控除（本則）についても、基礎控除（本則）と同様の措置が講じら
れる。 

なお、源泉徴収義務者等の事務負担に配慮し、見直しの結果、控除額に端数が
生ずる場合には万円単位で調整するとともに、見直し初年は月次の源泉徴収等
では対応せず年末調整からの対応とされます。 

（ii）「三党合意」を踏まえたさらなる引上げ 

2025年度税制改正において恒久的な制度として措置された基礎控除の特例（以
下、「基礎控除（特例）」）は、今後も生活保護基準額を勘案して見直していくこ
とが基本とされたうえで、就業調整への対応や物価高で厳しい状況にある中低
所得者への配慮という観点から、課税最低限を「三党合意」の趣旨を踏まえた
178万円とするため、2026年及び2027年に限り、特例的に基礎控除（特例）が
引き上げられるとともに、給与所得控除の最低保障額についても特例（以下、
「給与所得控除（特例）」）の創設によって引き上げられることとされます。 

なお、今後、生活保護基準額が178万円に達するまでは、課税最低限178万円を
維持しつつ、（i）の物価連動による基礎控除（本則）と給与所得控除（本則）の
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引上げに応じて、同額が本特例措置からそれぞれ振り替えられることとされま
す。 

（2）基礎控除 

（i）2026年及び2027年分の措置 

（a）本則 

（1）（i）に基づき、合計所得金額が2,350万円以下（給与所得のみの場合、給与
収入2,545万円以下に相当）の場合、4万円（*）引き上げられ、現行の58万円から
62万円とされます。 

（*） 以下の算式により算出されます。 

58万円（見直し前の控除額）×6.0％（2023年10月から2025年10月までの消
費者物価指数（総合）の上昇率） 

（b）特例 

（1）（ii）に基づき、合計所得金額489万円以下（給与所得のみの場合、給与収
入665万円以下に相当）の場合、42万円まで引き上げられます。 

合計所得金額 

基礎控除額 

現行法 改正案 

合計額 

（本則＋特例） 

合計額 

（本則＋特例） 

2026年分 2027年分 2026～2027年分 

132万円以下 95万円 

（58万円＋37万円） 

95万円 

（58万円＋37万円） 

104万円 

（62万円＋42万円） 

132万円超336万円以下 88万円 

（58万円＋30万円） 

58万円 

（58万円＋0円） 

336万円超489万円以下 68万円 

（58万円＋10万円） 

489万円超655万円以下 63万円 

（58万円＋5万円） 

67万円 

（62万円＋5万円） 

655万円超2,350万円以下 58万円 

（58万円＋0円） 

62万円 

（62万円＋0円） 

2,350万円超2,400万円以下 48万円 

（48万円＋0円） 

48万円 

（48万円＋0円） 

48万円 

（48万円＋0円） 

2,400万円超2,450万円以下 32万円 

（32万円＋0円） 

32万円 

（32万円＋0円） 

32万円 

（32万円＋0円） 

2,450万円超2,500万円以下 16万円 

（16万円＋0円） 

16万円 

（16万円＋0円） 

16万円 

（16万円＋0円） 

2,500万円超 0円 0円 0円 
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（ii）2028年分以後の措置 

（a）本則 

（1）（i）に基づき、税制改正時における直近2年間の消費者物価指数（総合）の
上昇率を反映した控除額に改められます。 

（b）特例 

2025年度税制改正において2028年分以後に適用することとされた控除額（合計
所得金額132万円以下（給与所得のみの場合、給与収入200万円以下に相当）の
場合、37万円）が適用されます。 

（iii）適用時期 

基礎控除（本則）の改正は、2026年分以後の所得税について適用されます。な
お、給与等及び公的年金等の源泉徴収については、2027年1月1日以後に支払う
べき給与等又は公的年金等について適用されます。 

*** 

上記のほか、所要の措置が講じられます。 

なお、個人住民税の基礎控除については改正は行われず、現行の最高額43万円
（前年の合計所得金額2,400万円以下の場合）から変更されません。 

（3）給与所得控除の最低保障額 

（i）2026年及び2027年分の措置 

（a）本則 

（1）（i）に基づき、現行の65万円から4万円（基礎控除（本則）と同額）引き上
げられ、69万円とされます。 

（b）特例 

（1）（ii）に基づき、5万円とされます。 

給与等の収入金額（A） 
給与所得控除額 

現行法 改正案 

190万円以下 65万円 74万円 

（本則 69万円＋特例 5万円） 190万円超220万円以下 
（A）×30％＋8万円 

220万円超360万円以下 （A）×30％＋8万円 

360万円超660万円以下 （A）×20％＋44万円 （A）×20％＋44万円 

660万円超850万円以下 （A）×10％＋110万円 （A）×10％＋110万円 

850万円超 195万円 195万円 
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（ii）2028年分以後の措置 

（a）本則 

（1）（i）に基づき、税制改正時における直近2年間の消費者物価指数（総合）の
上昇率を反映した控除額に改められます。 

（b）特例 

適用されません。 

（iii）適用時期等 

個人住民税についても同様の改正が行われる予定であり、給与所得控除（本則）
の改正は、2026年分以後の所得税及び2027年度分以後の個人住民税について適
用されます。 

また、給与所得控除（本則）の見直しに伴い、給与所得の源泉徴収税額表等が見
直されます。これらの表の見直しについては、2027年1月1日以後に支払うべき
給与等について適用されます。 

なお、給与所得控除（特例）は、年末調整において適用できることとされます。 

*** 

上記のほか、所要の措置が講じられます。 

（4）（2）及び（3）の見直しに伴う所要の措置 

（2）の基礎控除（本則）及び（3）の給与所得控除（本則）の見直しに伴い、
以下を含む所要の措置が講じられます。 

• 配偶者控除における同一生計配偶者の合計所得金額要件が、現行の58万円以
下から62万円以下に引き上げられます。 

• 扶養控除における扶養親族の合計所得金額要件が、現行の58万円以下から
62万円以下に引き上げられます。 

• ひとり親控除におけるひとり親の生計を一にする子の総所得金額等の合計
額の要件が、現行の58万円以下から62万円以下に引き上げられます。 

• 勤労学生控除における勤労学生の合計所得金額要件が、現行の85万円以下か
ら89万円以下に引き上げられます。 

なお、個人住民税においても上記と同様の改正が行われる予定であり、これら
の改正は、2026年分以後の所得税及び2027年度分以後の個人住民税について適
用されます。 
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（5）ひとり親控除 

ひとり親控除の控除額が、以下のように引き上げられます。 

 
控除額 

現行法 改正案 

所得税 35万円 38万円 

個人住民税 30万円 33万円 

この改正は2027年分以後の所得税及び2028年度分以後の個人住民税について
適用されます。 

上記のほか、所要の措置が講じられます。 

2. ふるさと納税制度 

ふるさと納税制度は、都道府県又は市区町村に対して寄附を行った場合に、寄
附額のうち2千円を超える部分について、所得税及び個人住民税からそれぞれ以
下の金額を控除できる制度です。 

 控除額 

（1）所得税 （ふるさと納税額－2,000 円）×所得税率 

（2）個人住民税 

（基本控除額） 
（ふるさと納税額－2,000 円）×10％ 

（3）個人住民税 

（特例控除額） 
（ふるさと納税額－2,000 円）×（100％－10％（基本控除額部分）－所得税率） 

上記（1）及び（2）により控除できなかった額は、原則として（3）により全額
控除される仕組みですが、（3）の特例控除額には控除限度額（個人住民税所得
割額の2割）が設けられています。 

2026年度税制改正では、特例控除額の控除限度額が、個人住民税所得割額の2割
と193万円（*）とのいずれか低い金額とされます。この改正により、高所得者に
とって定額上限（給与収入1億円相当）が設けられることとなります。 

（*） 193万円の内訳は、道府県民税77万2千円及び市町村民税115万8千円（指定都
市に住所を有する場合、道府県民税38万6千円及び市町村民税154万4千円）
です。 

この改正は2028年度分以後の個人住民税について適用されます。 

上記のほか、所要の措置が講じられます。 

3. 住宅ローン控除特例 

（1）所得税 

住宅ローン控除特例（住宅借入金等を有する場合の所得税額の特別控除）（以下、
「本特例」）の適用期限が5年（2030年12月31日まで）延長されたうえで、既存
住宅の利活用の促進、省エネ性能の高い住宅の取得の後押し等といった観点か
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ら、借入限度額等が以下のように見直されます。なお、表中の括弧書きは、子育
て支援の観点から設けられている、子育て世帯及び若者夫婦世帯を対象（*1）とし
た上乗せ措置（以下、「子育世帯等への上乗せ措置」）における借入限度額を示
しています。 

 現行法 改正案 

居住年 
2025年 

2026年 

～2027年 

2028年 

～2030年 

借
入
限
度
額 

新築住宅（*2） 認定住宅 4,500万円（5,000万円） 4,500万円（5,000万円） 

ZEH水準省エネ住宅 3,500万円（4,500万円） 3,500万円（4,500万円） 

省エネ基準適合住宅 
3,000万円（4,000万円） 

2,000万円
（3,000万円） 

0（*3） 

その他の住宅 0（*4） 0（*4）（*5） 

買取再販住宅 認定住宅 4,500万円（5,000万円） 4,500 万円（5,000 万円） 

ZEH水準省エネ住宅 3,500万円（4,500万円） 3,500 万円（4,500 万円） 

省エネ基準適合住宅 3,000万円（4,000万円） 2,000 万円（3,000 万円） 

その他の住宅 2,000万円 2,000 万円 

既存住宅（*6） 認定住宅 

3,000万円 

3,500 万円（4,500 万円） 

ZEH水準省エネ住宅 3,500 万円（4,500 万円） 

省エネ基準適合住宅 2,000 万円（3,000 万円） 

その他の住宅 2,000万円 2,000 万円 

控除率 

（住宅ローン年末残高に対する割合） 
0.7％ 0.7％ 

控
除
期
間 

新築住宅 

買取再販住宅 

認定住宅 

13年 13 年 ZEH水準省エネ住宅 

省エネ基準適合住宅 

その他の住宅 10年 10 年 

既存住宅 認定住宅 

10年 
13 年 ZEH水準省エネ住宅 

省エネ基準適合住宅 

その他の住宅 10 年 

所得要件 2,000万円以下 2,000 万円以下 

床面積要件 合計所得金額1,000万円超 50㎡以上 50 ㎡以上 

合計所得金額
1,000万円以下 

新築等（*7） 40㎡以上（*8） 
40 ㎡以上（*9） 

上記以外 50㎡以上 

立地要件  

－ 

 
－ 

災害危険区域
等内の一定の
新築は適用対

象外（*10） 
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（*1） 具体的には、個人で、年齢40歳未満であって配偶者を有する者、年齢40歳
以上であって年齢40歳未満の配偶者を有する者又は年齢19歳未満の扶養
親族を有する者が対象とされています。 

（*2） 建築後使用されたことのない居住用家屋が含まれます。 

（*3） 2027年12月31日以前に建築確認を受ける省エネ基準適合住宅（登記簿上の
建築日付が2028年6月30日以前のものが含まれます。）又は建築確認を受け
ない省エネ基準適合住宅で登記簿上の建築日付が2028年6月30日以前のも
のの新築等であって、2028年から2030年までの間に居住の用に供したもの
については、借入限度額2,000万円、控除率0.7％及び控除期間10年（要件
は上記の表のとおりです。）により、本特例の適用が可能です。 

（*4）2023年12月31日以前に建築確認を受ける居住用家屋（登記簿上の建築日付
が2024年6月30日以前のものが含まれます。）又は建築確認を受けない居住
用家屋で登記簿上の建築日付が2024年6月30日以前のものについては、借
入限度額2,000万円、控除率0.7％及び控除期間10年（要件は上記の表のと
おりです。）により、本特例の適用が可能です。 

（*5） 2028年1月1日以後に建築確認を受ける居住用家屋（登記簿上の建築日付が
2028年6月30日以前のものは除かれます。）又は建築確認を受けない居住用
家屋で登記簿上の建築日付が2028年7月1日以降のもののうち、一定のZEH

水準省エネ基準を満たさないものの新築又はその居住用家屋で建築後使用
されたことのないものの取得については、本特例の適用ができないことと
されます。 

（*6） 買取再販住宅は除かれます。 

（*7） 新築及び建築後使用されたことのない居住用家屋の取得をいいます。 

（*8） 2023年12月31日以前に建築確認を受けたその他の住宅の新築等及び2025

年12月31日以前に建築確認を受けた認定住宅等の新築等が対象とされま
す。 

（*9） 住宅の取得等をして2026年1月1日以後に居住の用に供した場合について
適用されます。なお、子育て世帯等への上乗せ措置の適用を受ける場合に
は、50㎡以上とされます。 

（*10）安全・安心な住まいの実現の観点から、個人が災害危険区域等内において、
居住用家屋の新築（従前家屋（その個人、その個人の配偶者又はその個人
の一定の親族が5年以上居住の用に供し、又は供していた家屋に限られま
す。）の建替えによる居住用家屋の新築は除かれます。）又は居住用家屋で
建築後使用されたことのないものの取得をした場合において、その居住用
家屋を2028年1月1日以後に居住の用に供したときは、本特例の適用ができ
ないこととされます。ただし、その居住用家屋に係る建築確認を受けた時
において、その居住用家屋の新築をする土地の全部が災害危険区域等に含
まれない場合は、この限りではありません。 
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《用語の意義》 

• 買取再販住宅：既存住宅のうち宅地建物取引業者により一定の増改築等が行
われたもの 

• 認定住宅：認定長期優良住宅及び認定低炭素住宅 

• 認定住宅等：認定住宅、ZEH水準省エネ住宅及び省エネ基準適合住宅 

• 災害危険区域等：災害危険区域（一定の居住用家屋が建築された場合におけ
るその災害危険区域に限る。）、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域、
土砂災害特別警戒区域及び浸水被害防止区域 

（2）個人住民税 

その年分の住宅ローン控除特例に係る控除額がその年分の所得税額を超える場
合には、その超える金額を、以下の控除限度額の範囲内において、翌年度分の
個人住民税額から控除することができることとされています。 

控除限度額＝その年分の所得税の課税総所得金額等 × 5％ 

（最高97,500円） 

所得税において住宅ローン控除特例の適用期限が延長されたことに伴い、個人
住民税においても、住宅の取得等をして2026年から2030年までの間に居住の用
に供した者について、引き続き上記の措置が適用されます（控除限度額の改正
はありません）。 

*** 

上記のほか所要の措置が講じられます。 

4. 食事支給に係る非課税限度額 

従業員が使用者から金銭以外の現物の支給を受けた場合には、原則としてその
経済的利益の額は給与所得として所得税の課税対象となりますが、従業員が使
用者から食事の支給を受けた場合において以下の要件のいずれも満たすときは、
その食事の支給により受ける経済的利益はないものとされ、所得税は非課税と
されています。 

（1） 従業員が、食事の価額の50％以上を負担していること 

（2） 使用者の負担額が、月額3,500円以下であること 

2026年度税制改正では、物価の上昇を踏まえ、所得税が非課税とされる食事の
支給に係る使用者の負担額の上限が引き上げられ、上記（2）の「月額3千5百円」
が「月額7千5百円」とされます。 

なお、上記の見直しに伴い、個人住民税について所要の措置が講じられます。 
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5. 通勤手当の非課税限度額 

物価の上昇等を踏まえ、通勤のため自動車や自転車等の交通用具を使用してい
る給与所得者が受ける通勤手当のうち、通勤距離が片道65km以上の場合の1ヵ
月あたりの非課税限度額が以下のとおり引き上げられます。 

通勤距離の区分（片道） 
1 ヵ月あたりの非課税限度額 

現行法 改正案 

55km 以上 65km 未満 

38,700 円 

38,700 円 

65km 以上 75km 未満 45,700 円 

75km 以上 85km 未満 52,700 円 

85km 以上 95km 未満 59,600 円 

95km 以上 66,400 円 

また、一定の要件を満たす駐車場等を利用し、その料金を負担することを常例
とする給与所得者の1ヵ月あたりの通勤手当の非課税限度額は、上記の通勤距離
の区分に応じた非課税限度額に1ヵ月あたりのその駐車場等の料金相当額（5千
円が上限とされます。）を加算した金額とされます。 

上記の見直しに伴い、個人住民税について所要の措置が講じられます。 

《参考》 

通勤手当の非課税限度額については、2025年11月19日にも、一定の通勤距離に
対する通勤手当の非課税限度額が引き上げられました。詳細は、2025年11月19

日発行のe-Tax News No.341「通勤手当の非課税限度額の引上げ」（PDF 322KB）
でお知らせしています。 

6. 防衛力強化に係る財源確保のための税制措置（防衛特別所得税） 

日本の防衛力の抜本的な強化を行うために安定的な財源を確保する観点から、
2023年度税制改正大綱では、2027年度に向けて複数年かけて段階的に法人税、
所得税及びたばこ税の増税を行う方針が示されました。また、2024年度税制改
正大綱では、上記の方針及びこれを踏まえた基本的方向性により検討を加え、
その結果に基づいて適当な時期に必要な法制上の措置を講ずる趣旨を2024年
度税制改正に関する法律の附則において明らかにする旨が示され、2024年度税
制改正に係る「所得税法等の一部を改正する法律」の附則第74条にその内容が
明記されました。 

これを受け、2025年度税制改正では、防衛特別法人税が創設されるとともに、
たばこ税に係る増税措置が講じられましたが、2026年度税制改正では、所得税
について以下の措置が講じられます。 

  

https://assets.kpmg.com/content/dam/kpmg/jp/pdf/2025/jp-e-taxnews-20251119.pdf
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（1）防衛特別所得税（仮称）の創設 

以下のとおり、所得税額に対して当分の間、税率1％の新たな付加税として「防
衛特別所得税」（仮称）が課されることとされます。 

 防衛特別所得税 

納税義務者（*） 所得税の納税義務者 

課税標準 その年分の基準所得税額 

税額の計算 防衛特別所得税額 ＝ その年分の基準所得税額 × 税率1％ 

課税期間 2027年以後の当分の間 

（*） 所得税の源泉徴収義務者は、その源泉徴収に係る所得税の額につき、防衛特
別所得税を徴収し納付することとされます。 

なお、基準所得税額の計算その他上記「税額の計算」及び「課税期間」以外の税
額の計算については、復興特別所得税と同様とされます。 

また、申告、納付等、源泉徴収等、質問検査権及び罰則等については、復興特別
所得税と同様とされるほか、所要の措置が講じられます。 

（2）復興特別所得税の見直し 

東日本大震災からの復旧・復興に必要な財源を確保するため、2013年から、所
得税の納税義務者の基準所得税額に対して2.1％の税率で復興特別所得税が課
されています。 

2026年度税制改正では、現下の家計を取り巻く状況に配慮し、足下で家計負担
が増加しないよう、以下の表の下線部のように復興特別所得税の税率が引き下
げられる一方、復興事業の着実な実施に影響を与えないよう、復興財源の総額
を確実に確保する観点から、課税期間が延長されます。なお、今後、復興財源の
確保の状況を確認しつつ、必要な対応が行われる予定です。 

上記のほか、所要の措置が講じられます。 

7. 極めて高い水準の所得に対する負担の適正化 

一定税率で課税される分離課税となる株式や土地などから生じる資産所得の多
い富裕層は、統計上、1億円の所得を境に所得税の負担率が下がるといわれてい
ます。このようないわゆる「1億円の壁」という問題に対処するため、2023年度
税制改正では、税負担の公平性の観点から、極めて高い水準の所得について最
低限の負担を求める措置が講じられました。 

 現行法 改正案 

税率 

2.1％ 

1.1％ 

（2027年分以後の所得
税等について適用） 

課税期間 2013年～2037年 2013年～2047年 
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2026年度税制改正では、財政の再分配機能を高める一環として、また、税負担
の公平性の確保を図る観点から「1億円の壁」という問題をさらに是正するため、
2027年分以後の所得税より本措置の計算方法が以下の「改正案」のように見直
され、本措置の対象が個人でその者のその年分の基準所得金額が1.65億円（現
行：3.3億円）を超える者とされるとともに、税率が30％（現行：22.5％）に引
き上げられます。 

【現行法】 

【改正案】 

《用語の意義》 

基準所得金額 総所得金額及び分離課税の各種所得金額を合計した金額（確定申告不要制度を適用することが
できる上場株式等に係る配当所得の金額及び上場株式等に係る譲渡所得等の金額を含む。） 

基準所得税額 確定申告不要制度を適用する所得を除いて計算した場合の申告書上の所得税の額及び確定申告
不要制度を適用した所得に係る源泉徴収税額を合計した金額（復興特別所得税を含む。） 

8. NISA制度 

2023年度税制改正で抜本的に拡充・恒久化された新NISA制度（2024年1月1日
から開始）は、口座開設年の1月1日現在で18歳以上の居住者等が、非課税口座
に係る特定累積投資勘定（以下、「つみたて投資枠」）及び特定非課税管理勘定
（以下、「成長投資枠」）で取得した上場株式等について、その配当等やその上
場株式等を売却したことにより生じた譲渡益が非課税とされる制度です。 

2026年度税制改正では、次世代の資産形成を支援し、長期・安定的な投資を通
じて、大学進学等、成人後のライフイベントに伴う必要資金を備えることがで
きるよう、つみたて投資枠の対象年齢及び対象商品の拡充等が行われます。 

【現行法】 

 つみたて投資枠 成長投資枠 

対象者 口座開設年の 1 月 1 日現在で 18 歳以上の居住者等 

年間投資枠 120 万円 240 万円 

非課税保有 
限度額（総枠） 

1,800 万円 

 1200 万円（内数） 

投資対象商品 

積立・分散投資に適した 
一定の公募等株式投資信託 

（商品性について内閣総理 
大臣が告示で定める要件を 

満たしたものに限る。） 

上場株式・公募等株式 
投資信託等 

（高レバレッジ投資信託 
などの商品を除く。） 

（その年分の基準所得金額 － 3.3 億円）× 22.5％ 
－ その年分の基準所得税額 

（その年分の基準所得金額 － 1.65 億円）× 30％ 
－ その年分の基準所得税額 

併用可 
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【改正案】 

非課税口座の口座開設可能年齢の下限が撤廃され、非課税口座におけるつみた
て投資枠に未成年者特定累積投資勘定を設けることができることとなり、18歳
未満の居住者等につみたて投資枠が解禁されます。ただし、成長投資枠は未成
年者特定累積投資勘定とは同時に設けることはできません。 

未成年者特定累積投資勘定の概要は、以下のとおりです。 

非課税口座における
開設可能年 

2027年以後の各年（居住者等がその年1月1日において18歳未満である年及び出生した日
の属する年に限る。） 

年間投資枠 60万円 

非課税保有限度額 600万円 

投資対象商品 つみたて投資枠に受け入れることができる一定の公募等株式投資信託（株式投資信託で、
その受益権が金融商品取引所に上場等がされているもの又はその設定に係る受益権の募
集が一定の公募により行われたもの） 

管理方法 （1） 非課税口座における未成
年者特定累積投資勘定 

一定の公募等株式投資信託の受益権を管理 

（2） 特定課税未成年者口座（*1） 非課税口座を開設した居住者等の基準年（*2）の前年12
月31日までの間、公募等株式投資信託に係る配当等及
び受益権の譲渡対価等（金銭等）を管理 

払出し 原則 上記（1）及び（2）の口座を開設した居住者等の基準
年（*2）の前年12月31日までの間は、（1）の受益権のそ
の非課税口座以外の口座への払出し及び（2）の金銭等
の非課税口座における投資以外への払出し不可 

払 出 し が
可能な 
場合（*3） 

居住者等がその年 
3月31日 に お い て
12歳である年の 
前年以前の各年 

 その居住者等が居住する家屋の災害による全壊そ
の他これに類する事由（その事由が生じたことにつ
き税務署長の承認を受けた場合に限る。）に基因し
て（1）の受益権及び（2）の金銭等の全てを払い出
す場合 

居住者等がその年 
3月31日 に お い て
12歳である年以後
の各年 

 上記の場合 

 その居住者等が（1）又は（2）の口座が開設され
た金融商品取引業者等に特定事由（*4）その他の事項
を記載した書類を提出して（1）の受益権又は
（2）の金銭等を払い出す場合（書類提出手続は、
その居住者等の同意書を添付したうえでその居住
者等の親権者等が行う。） 

（*1） 居住者等が非課税口座を開設している金融商品取引業者等の営業所（その
金融商品取引業者等の関連会社の営業所を含みます。）に開設した預貯金口
座又は預り金の管理口座をいいます。 

（*2） 居住者等がその年3月31日において18歳である年をいいます。 

（*3） 居住者等が基準年（*2）の前年12月31日までに、（1）の受益権及び（2）の金
銭等をこれらの口座から「払出しが可能な場合」の取扱いに反する払出し
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をした場合等には、その払出しがあった日において公募等株式投資信託の
受益権の譲渡又は配当等の支払があったものとして、一定の方法で計算し
た譲渡所得等の金額及び配当所得の金額に対して20％（所得税15％、個人
住民税5％）の税率により源泉徴収（特別徴収）が行われます。（一定の方
法で計算した譲渡所得等の金額の計算上損失が生じた場合には、その生じ
た損失の金額はなかったものとみなされます。また、一定の方法で計算し
た配当所得の金額から控除することもできません。） 

（*4） 払出しの基因となる事由（その居住者等に係る学校等の入学金又は授業料
その他のその居住者等の教育費又は生活費の支払に限られます。）をいいま
す。 

*** 

上記に加え、つみたて投資枠に受け入れることができる公募株式投資信託の受
益権及び上場株式投資信託の受益権に、国内市場を対象とした株式指数のうち
一定のもの及び一定の広がりのある地域を対象とした先進国・新興国の株式指
数単体で組成された投資信託商品が追加されるほか、所要の措置が講じられま
す。 

9. 暗号資産 

暗号資産取引に係る課税については、昨年12月に政府与党から公表された
「2025年度税制改正大綱」で示された、投資家保護のための説明義務をはじめ
とする健全な取引環境の構築に向けた法整備等への対応が行われることを前提
に、国民の資産形成に資する暗号資産に限り、その現物取引、デリバティブ取
引及びETFから生ずる所得を分離課税の対象とする等の見直しが行われます。 

具体的には、金融商品取引法等の改正を前提に、以下の措置が講じられるほか、
所要の措置が講じられます。 

（1）特定暗号資産の譲渡等 

現行法では、暗号資産を譲渡等することにより生じた利益は、原則として雑所
得として総合課税の対象とされますが、改正により、居住者等が暗号資産取引
業（仮称）を行う者（*1）に対して特定暗号資産（*2）の譲渡等をした場合には、そ
の譲渡等による譲渡所得等については、他の所得と分離して20％（所得税15％、
個人住民税5％）の税率により課税することとされます。 

なお、特定暗号資産を暗号資産取引業を行う者に対して譲渡等をしたことによ
り生じた損失の金額のうちに、その譲渡等をした日の属する年分の特定暗号資
産に係る譲渡所得等の金額の計算上控除してもなお控除しきれない金額がある
場合には、一定の要件のもとで、その控除しきれない金額についてその年の翌
年以後3年内の各年分の特定暗号資産に係る譲渡所得等の金額からの繰越控除
が可能とされます。 

これらの改正は、金融商品取引法の改正法の施行日の属する年の翌年1月1日（以
下、「適用開始日」）以後に行う特定暗号資産の譲渡等について適用されます。 
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（*1） 暗号資産取引業を行う者は、その年中に特定暗号資産の取引を行った居住
者等に係る一定の事項を記載した報告書を、その取引があった日の翌年1月
31日までに、税務署長に提出しなければならないこととされます。この改
正は、適用開始日の属する年の翌年1月1日以後に行う特定暗号資産の取引
について適用されます。 

（*2） 金融商品取引業者登録簿に登録されている暗号資産等をいいます。 

（2）特定暗号資産に係る暗号資産デリバティブ取引 

現行法では、一定の先物取引の差金等決済をした場合におけるその先物取引に
係る雑所得等の金額については、他の所得と分離して20％（所得税15％、個人
住民税5％）の税率により課税される「先物取引に係る雑所得等の課税の特例」
が設けられています。また、「先物取引の差金等決済に係る損失の繰越控除」の
規定により、先物取引に係る雑所得等の金額の計算上生じた損失の金額がある
場合には、その損失の金額を翌年以後3年間にわたり繰り越し、その繰り越され
た年分の「先物取引に係る雑所得等」の金額を限度として、一定の方法により、
「先物取引に係る雑所得等」の金額の計算上その損失の金額を差し引くことが
可能とされています。 

改正により、「先物取引に係る雑所得等の課税の特例」及び「先物取引の差金等
決済に係る損失の繰越控除」の適用対象に、特定暗号資産デリバティブ取引（*）

に係る雑所得等が加えられます。 

この改正は、適用開始日以後に行う特定暗号資産デリバティブ取引に係る差金
等決済について適用されます。 

（*） 特定暗号資産に係る暗号資産デリバティブ取引をいいます。 

（3）総合課税の譲渡所得の基因となる暗号資産 

総合課税の譲渡所得の基因となる暗号資産について、以下の措置が講じられま
す。 

• その暗号資産の譲渡益について、譲渡所得の特別控除額を控除しないことと
されます。 

• その暗号資産については、長期譲渡所得（保有期間5年超の資産に係る譲渡
所得）の金額の計算上2分の1とする措置を適用しないこととされます。 

• その暗号資産に係る譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額については、
他の総合課税の対象となる所得との損益通算を適用しないこととされます。 

この改正は、金融商品取引法の改正法の施行日の属する年の翌年分以後の所得
税について適用されます。 
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《参考》 

消費税においても、金融商品取引法等の改正を前提に、以下の措置が講じられ
ます。 

暗号資産の譲渡 • 有価証券に類するもの（現行：支払手段に類するもの）の譲渡として、引き続き消費税
は非課税とされる。 

• 消費税の課税売上割合の計算上、その譲渡に係る対価の額の 5％相当額を資産の譲渡等
の対価の額に算入する。 

暗号資産の貸付け • 消費税は非課税とされるほか、所要の措置が講じられる。 

これらの改正は、上記（1）の適用開始日以後に行われる暗号資産の譲渡等につ
いて適用されます。 

V. 資産課税 

1. 貸付用不動産の評価方法 

相続税等における財産の価額は、相続税法の規定により「財産の取得の時にお
ける時価による」こととされており、各種財産の具体的評価方法は財産評価通
達に定められていますが、一部の財産の通達評価額（相続税評価額）について
は、市場価格との間に大きな乖離が生じているケースも確認されています。 

これを受け、国税庁は評価の適正化を図るため、2023年10月に居住用の区分所
有財産（いわゆる分譲マンション）の評価方法に関する個別通達「居住用の区
分所有財産の評価について（法令解釈通達）」を公表しましたが、同通達の適用
対象外とされている一棟所有の賃貸用マンションをはじめとする賃貸用不動産
の市場価格と相続税評価額との乖離の利用によって、相続税や贈与税の税額が
大幅に圧縮されている事例が把握されている状況です。 

2026年度税制改正では、相続税法の時価主義のもと、賃貸用不動産の市場価格
と相続税評価額の乖離の実態を踏まえ、その取引実態等を考慮し、以下の見直
しが行われます。 

（1）相続等の直前に取得した賃貸用不動産に係る評価方法 

対象財産 被相続人等が課税時期前5年以内に対価を伴う取引に
より取得又は新築をした一定の貸付用不動産 

評価方法 現行法 路線価等により評価 

改正案 課税時期における通常の取引価額に相当する金額に
より評価（*） 

（*） 課税上の弊害がない限り、被相続人等が取得等をした貸付用不動産に係る取
得価額を基に地価の変動などを考慮して計算した価額の80％に相当する金
額によって評価することができることとされます。 

  

https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hyoka/231004/index.htm
https://www.nta.go.jp/law/tsutatsu/kobetsu/hyoka/231004/index.htm


 

 

KPMG Japan tax newsletter/December 2025       52 

© 2025 KPMG Tax Corporation, a tax corporation incorporated under the Japanese CPTA Law and a member firm of the KPMG global organization of 
independent member firms affiliated with KPMG International Limited, a private English company limited by guarantee. All rights reserved. 

（2）小口化商品とされた貸付用不動産に係る評価方法 

対象財産 不動産特定共同事業契約又は信託受益権に係る金融
商品取引契約のうち一定のものに基づく権利の目的
となっている貸付用不動産 

評価方法 現行法 路線価等により評価 

改正案 取得の時期にかかわらず、課税時期における通常の取
引価額に相当する金額により評価（*） 

（*） 課税上の弊害がない限り、以下のいずれかの価格等を参酌して求めた金額
によって評価することができることとされます。ただし、これらに該当す
るものがないと認められる場合には、上記（1）に準じて評価（取得時期や
評価の安全性を考慮）することとされます。 

• 出資者等の求めに応じて事業者等が示した適正な処分価格・買取価格等 

• 事業者等が把握している適正な売買実例価額 

• 定期報告書等に記載された不動産の価格等 

*** 

上記の改正は、2027年1月1日以後に相続等により取得をする財産の評価に適用
されます。 

ただし、上記（1）の改正については、その改正が通達に定められる日までに、
被相続人等がその所有する土地（同日の5年前から所有しているものに限られま
す。）に新築をした家屋（同日において建築中のものが含まれます。）には適用
しないこととされます。 

2. 教育資金のー括贈与に係る贈与税の非課税措置 

直系尊属から教育資金の一括贈与を受けた場合の贈与税の非課税措置について、
これまでの利用の実態や格差固定化の懸念、教育費の無償化や負担軽減の進展、
NISAの拡充等も踏まえ、2026年3月31日までとされている教育資金管理契約に
基づく信託等可能期間は延長せずに終了することとされ、本措置は廃止される
こととなります。 

なお、同日までに拠出された金銭等については、引き続き本措置を適用できる
こととされます。 
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